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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第10期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第10期、第11期および第13期については当期純損失が計

上されているため記載しておりません。 

４．第10期、第11期および第13期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

５．従業員数は各期の正社員数および契約社員数であり、臨時雇用者数は（ ）内に各期の平均人員を外数で記

載しております。 

６．平成16年６月14日開催の取締役会の決議に基づき平成16年８月20日付をもって普通株式１株を10株に分割し

ております。なお、第12期の１株当たり当期純利益金額は、期首に分割が行われたものとして計算しており

ます。 

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高（千円） ― 2,100,156 2,065,274 2,270,401 1,415,774 

経常利益又は経常損失(△)

（千円） 
― △223,767 △172,301 79,555 △273,513 

当期純利益又は当期純損失

(△)（千円） 
― △102,029 △398,105 69,966 △470,144 

純資産額（千円） ― 2,007,850 1,593,174 1,620,352 1,203,060 

総資産額（千円） ― 2,451,118 2,051,348 2,055,389 1,534,108 

１株当たり純資産額（円） ― 334,725.46 277,363.24 28,451.20 19,485.29 

１株当たり当期純利益金額又

は当期純損失金額(△)（円） 
― △17,180.37 △68,731.27 1,221.54 △7,838.14 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
― ― ― 1,092.12 ― 

自己資本比率（％） ― 81.9 77.7 78.8 78.4 

自己資本利益率（％） ― ― ― 4.4 ― 

株価収益率（倍） ― ― ― 45.0 ― 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
― △335,654 88,022 325,592 △257,094 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
― 26,271 △31,788 9,213 △112,693 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
― 78,300 △38,527 △71,877 241,290 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
― 624,856 641,707 903,365 740,589 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

― 

(―) 

96 

(47) 

77 

(37) 

61 

(34) 

45 

(20) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注） １．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資損益については、第９期については当社は関連会社がなく、また第10期、第

11期、第12期および第13期については連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第９期については希薄化効果を有している潜在株式が

存在せず、また第10期、第11期および第13期については当期純損失が計上されているため、記載しており

ません。 

４．第10期、第11期および第13期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されている

ため記載しておりません。 

５．第10期、第11期、第12期および第13期については、連結キャッシュ・フロー計算書の作成に伴いキャッシ

ュ・フロー計算書を作成していないため、記載しておりません。 

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高（千円） 2,072,882 1,885,215 1,773,461 1,461,709 1,142,126 

経常利益又は経常損失(△)

（千円） 
88,649 △168,239 △166,685 100,918 △251,819 

当期純利益又は当期純損失

(△)（千円） 
27,452 △49,338 △387,131 69,488 △452,998 

持分法を適用した場合の投資

損益（千円） 
― ― ― ― ― 

資本金（千円） 764,500 764,500 764,500 764,500 788,450 

発行済株式総数（株） 6,000 6,000 6,000 60,000 64,790 

純資産額（千円） 2,461,496 2,060,810 1,658,354 1,685,051 1,217,778 

総資産額（千円） 3,064,141 2,384,471 2,017,772 1,939,139 1,554,759 

１株当たり純資産額（円） 410,352.06 343,554.22 288,710.76 29,587.22 19,723.66 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額)

（円） 

― 

(－) 

― 

(－) 

― 

(－) 

― 

(－) 

― 

(－) 

１株当たり当期純利益金額又

は当期純損失金額(△)（円） 
4,718.39 △8,308.02 △66,836.76 1,213.19 △7,552.28 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
― ― ― 1,084.66 ― 

自己資本比率（％） 80.3 86.4 82.2 86.9 78.3 

自己資本利益率（％） 1.1 ― ― 4.2 ― 

株価収益率（倍） 58.3 ― ― 45.3 ― 

配当性向（％） ― ― ― ― ― 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△81,962 ― ― ― ― 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△9,611 ― ― ― ― 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
221,324 ― ― ― ― 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
832,332 ― ― ― ― 

従業員数 

（平均臨時従業員数）（人） 

71 

(24) 

82 

(23) 

64 

(15) 

43 

(7) 

42 

(16) 



６．従業員数は各期の正社員数および契約社員数であり、臨時雇用者数は（ ）内に各期の平均人員を外数で

記載しております。 

７．平成16年６月14日開催の取締役会の決議に基づき平成16年８月20日付をもって普通株式１株を10株に分割

しております。なお、第12期の１株当たり当期純利益金額は、期首に分割が行われたものとして計算して

おります。 



２【沿革】 

年月 事項 

平成５年６月 「デザイン」の既成化を通じて新たなる「デザイン」の流通手段の創造を目的に、平成５年６月 

22日、東京都渋谷区富ヶ谷にエーアンドピーコーディネータージャパン株式会社を設立（資本金 

15,000千円） デジタルデザイン向け色見本「FOCOLTONE」の日本総代理店としてそのマーケティ

ング活動を行うと同時に、デザインエージェンシーとして特にDTPに特化した受託業務を行う 

平成５年12月 英国のManagement Graphics社とCD-ROMクリップアート集「BIT FOLIO」の日本国内での販売代理

店契約を締結する 

平成６年３月 ソフトウィング株式会社（現カテナ株式会社）を皮切りにソフトバンク株式会社（現ソフトバン

クBB株式会社）、株式会社コンピュータウェーブ（現丸紅インフォテック株式会社）等主要流通

各社との取引口座を開設し、家電量販店などにて「BIT FOLIO」の販売を開始する 

平成６年７月 デザイナー向けの自社開発第一号素材集「バックの鬼」発売開始、以下毎月１本のペースで発

売、シリーズ化 

東京都新宿区左門町に本社を移転 

平成６年12月 ５月から12月に決算期を変更（当期短期決算） 

写真素材集「具」シリーズ発売開始 

平成７年５月 白地図素材集「Mapio」発売開始 

平成７年11月 伊藤忠ケーブルネットワーク株式会社の展示会ブースのデザイン受注により展示会、内装事業開

始 

ビジネス向け総合素材集「具-満タン」を発売、初回1万本出荷、シリーズ化 

編集機能付きテンプレートソフト「TempWriter」の開発着手 

平成７年12月 エンターテイメントCD-ROM出版準備に着手、以後約20タイトル発売 

平成８年11月 マルチメディアデザインに関する情報や作品を掲載した「GAS BOOK」シリーズ発売開始 

平成９年１月 東京都渋谷区笹塚に本社を移転 

平成10年６月 小売店SP支援用販促物作成ソフト「効くぜ！小売店」発売開始 

エンターテイメント事業より撤退し、デザインに特化する方針を明確化 

平成10年８月 インターネット上でのデザインダウンロードサービスを目的に、WEBメディア開発着手 

平成11年２月 本社を東京都港区高輪に移転 

平成11年３月 高解像度写真素材1,000点を収録した「フォト満タン」シリーズ発売開始 

平成11年８月 搭載コンテンツ数7万点で「gu-mantan web」サービス開始 

平成11年９月 ビデオ編集支援ソフト「ビデオ満タン」発売開始 

平成12年１月 SP支援サイト「SPEX」開発着手 

平成12年２月 企業理念の具現化を目的に社名を「デザインエクスチェンジ株式会社」に変更 

平成12年５月 デザインのポータルサイト「DEX」サービス開始 

平成12年10月 東京証券取引所マザーズに上場 

平成12年12月 飲食店の販売促進サポートサービス「SPEX for飲食店」サービス開始 

デザインコマース番組「Design.SHOP」サービス開始 

平成13年４月 著作権管理型インターネット写真配信番組「PhotoEXchange Agent」サービス開始 

平成13年７月 シンガポール共和国に子会社「DEX IMAGE PTE LTD」を設立 

平成13年11月 株式会社新進商会と販売管理業務面で業務提携 

平成14年２月 本社を現在地(東京都目黒区上目黒)に移転 

子会社「デックスユーラ株式会社」を分社により設立 

平成15年10月 ナウオンメディア株式会社に出資 

平成16年２月 子会社「ガスアズインターフェイス株式会社」を分社により設立 

  子会社「デクスキューブ株式会社」を分社により設立 

平成16年７月 アメリカのGetty Images,Inc.と当社コンテンツの海外販売に関する代理店契約締結 

子会社「DEXインベストメント株式会社」を設立 

平成16年８月 子会社「株式会社デジタルカメラエクスプレス」を設立 

平成17年２月 子会社「DEXイメージ株式会社」を設立 

平成17年４月 子会社「デックスユーラ株式会社」を吸収合併 



３【事業の内容】 

 当社の関係会社は、当社（デザインエクスチェンジ株式会社）、子会社３社により構成されております。 

 当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業内容については、平成17年２月１日付でストックフォトコンテン

ツ開発事業を行うDEXイメージ株式会社（子会社）を設立し、連結の範囲に含めております。 

 また、前連結会計年度まで連結子会社だったデックスユーラ株式会社は、平成17年４月１日をもって当社本体に吸

収合併いたしました。ガスアズインターフェイス株式会社は、兼務役員の関係が解消されたことにより連結の範囲か

ら除外しております。株式会社デジタルカメラエクスプレスは、所有株式の売却により連結の範囲から除外しており

ます。デクスキューブ株式会社は、所有株式の売却等により連結の範囲から除外しております。 

 さらに、前連結会計年度まで「その他の関係会社」であった株式会社アイシーピーは、ストックオプションが行使

されたことによる増資に伴い、当社に対する議決権比率が20％未満となったため、当連結会計年度において「その他

の関係会社」でなくなりました。 

  

 当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の事業関係を図示すると、次のとおりであります。

なお、当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の事業区分は以下のとおりであります。 

（注）１．平成17年２月１日付で新設いたしました。 

   ２．平成17年４月１日付で、飲食事業を行っていたデックスユーラ株式会社を、当社へ吸収合併いたしまし

た。 

(1）デザイン事業 

 

①Webコマース事業 

当社 

  DEX IMAGE PTE LTD（海外） 

DEXインベストメント株式会社 

DEXイメージ株式会社 （注）１ 

 デザインコンテンツ・商品のインターネット販売 

②サービス事業 

 
コンテンツ関連ASP、企業向けコンテンツのOEMライセ

ンス 

③プロダクト事業 

 素材集パッケージソフト等製品の企画・開発・販売 

(2）飲食事業 タリーズコーヒーフランチャイジー 当社 （注）２ 



４【関係会社の状況】 

（注）１. 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２. 特定子会社に該当しております。 

３. 平成17年２月１日付で新設いたしました。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の
内容 

議決権の所
有割合又は
被所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

 DEX IMAGE PTE LTD 

11Stamford  

Road #02-07 

Capitol  

Building  

Singapore  

178884 

300,000 

  シンガポール 

          ドル 

デザイン事業

（海外） 

100.0 当社が海外におけ

るマーケティング

およびWebコマー

スのサポートを委

託している。当社

が資金の貸付を行

っている。 

DEXインベストメント株式

会社 

（注）２ 

東京都目黒

区 

200 デザイン事業 100.0 役員の兼任１名 

DEXイメージ株式会社 

（注）３ 

東京都目黒

区 

60 デザイン事業 100.0 当社がコンテンツ

の仕入を行ってい

る。 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は各期の正社員数および契約社員数であり、臨時雇用者数は（ ）内に各期の平均人員を外数で記

載しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

３．従業員数が前期末に比し16名減少したのは、ガスアズインターフェイス㈱、デクスキューブ㈱および㈱デジ

タルカメラエクスプレスが連結より除外になったこと等によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

（注）１. 従業員数は各期の正社員数および契約社員数であり、臨時雇用者数は（ ）内に各期の平均人員を外数で記

載しております。 

２．平均年間給与は、賞与を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 平成17年９月15日付でデザインエクスチェンジ労働組合が結成されました。なお、労使関係は円満に推移してお

ります。 

  平成17年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

デザイン事業  30( 6) 

飲食事業  6(14) 

全社（共通）  9(－) 

合計  45(20) 

  平成17年12月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳) 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

42(16) 32.4 ３年４ヵ月 4,590,631 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度のわが国経済は、日経平均株価が1万6千円台まで回復し、広範囲の業界で企業収益の好転が見られ

ました。当期後半からは消費マインドが上向きになり、生産拡大に伴う企業の設備投資の増加や、IT・デジタル関連

の市場拡大を受けて、企業業績の改善がさらなる設備投資や家計所得に波及するという、経済回復に向けての前向き

な循環が広がっております。 

 当社グループの事業に関連する指標である平成17年の広告業売上高は、前年比約3％増の5兆6,544億円（経済産業

省）と３年連続して緩やかに上昇しております。 

 また、当社グループの中核事業であるWebコマース事業にとって重要なインフラであるインターネットブロードバ

ンドの普及に関しては、平成17年９月末時点の契約件数において、FTTH（光ファイバー）は前年同期比96%増の397万

件を数え、DSLやCATVも前年同期比12%増（総務省統計）となっており、インフラの充実は持続しております。 

 このような事業環境のなか、当連結会計年度の当社グループは、中期経営計画の基本戦略に沿って、Webコマース

事業への集中と、事業再編の積極推進により、さらなる成長に向けて活動してまいりました。 

（デザイン事業） 

 当社グループは中期経営計画における基本４戦略を継続して展開しており、戦略の中核となるデザインのポータル

サイト「DEX（www.dex.jp）」を運営するWebコマース事業は、引き続き成長しております。 

 当連結会計年度は、予定していたシステム開発の進捗が遅れ、結果として新規サービスが実施できない事情があり

ましたが、コンテンツの積極投入や、オンラインマーケティングを主軸とした集客施策に注力した結果、会員数が61

万人、月間平均ページヴューが2,300万PVを超えるなどの成果をあげ、売上高は433百万円（前年同期比42.5％増）と

なりました。 

 サービス事業については、Webコンテンツ配信・管理ASPサービスにおいて初期構築の受注が減少し、管理のための

ランニング・既存の画面更新等が中心となったことなどにより、売上高は226百万円（前年同期比22.9％減）となり

ました。 

 プロダクト事業については、デザインテンプレート集「お助けWordシリーズ」をリニューアルした『お助けデザイ

ンSERIES Wordでデザイン！』などを発売いたしました。しかしながら、事業ポートフォリオ再編に伴う合理化策の

進捗と、素材集パッケージソフト市場全体が依然として縮小傾向にある影響などにより、売上高は331百万円（前年

同期比57.7％減）にとどまりました。 

 内装インテリア事業については、子会社であったデクスキューブ㈱に関して、当期にその全株式を同社代表取締役

社長に売却したことにより、資本関係を解消し、連結の範囲より除外となりました。当社グループにおける同事業と

しては、連結期間分の売上高209百万円（前年同期比56.7％減）を計上いたしました。 

 また、平成17年２月１日付で、ストックフォトコンテンツ開発事業を行う子会社DEXイメージ㈱を設立いたしまし

た。 

 これらにより、デザイン事業については、売上高1,203百万円（前年同期比40.3％減）、営業損失162百万円（前年

同期は営業利益196百万円）を計上いたしました。なお、デザイン事業の売上高のうちWebコマース事業が占める割合

は、前期の15.1％から当期は36.0％となり、事業構造の変革は引き続き順調に推移しております。 

（飲食事業） 

 飲食事業については、平成16年度末をもってユーラ事業から撤退したことにより、当連結会計年度はタリーズコー

ヒーフランチャイズ事業のみの運営となり、売上高は212百万円（前年同期比16.1％減）、営業利益は18百万円（前

年同期は営業損失6百万円）となりました。 

 以上のほか、前期まで子会社であったガスアズインターフェイス㈱、㈱デジタルカメラエクスプレスが当期に連結

から除外となったことなどにより、当連結会計年度の連結売上高は1,415百万円（前年同期比37.6％減）、連結売上

総利益は713百万円（前年同期比39.1％減）となりました。 

 販売費及び一般管理費については、事業ポートフォリオ再編による経営の効率化・合理化等一連の施策の実施によ

りコスト削減が進んだ一方、筆頭株主より臨時株主総会の招集請求を受領し平成17年12月２日に臨時株主総会を開催

したことに伴って、これに至るまでの諸費用が発生したこと、本社事務所の移転中止に伴い解約費用等の諸費用が発

生したことなど、当初予定していなかった支出が増大いたしました。これらにより、販売費及び一般管理費は前年同

期と比較して91百万円減少して983百万円（前年同期比8.5％減）となり、連結営業損失は269百万円（前年同期は連

結営業利益96百万円）、連結経常損失は273百万円（前年同期は連結経常利益79百万円）となりました。 



 また、事業再編によるプロダクト事業のたな卸資産評価損・廃棄損（84百万円）、不稼動となった固定資産の除却

損（46百万円）など、合計で146百万円の特別損失を計上いたしました。 

 これに法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額などを加減算した結果、連結当期純損失は470百万円（前年同

期は連結当期純利益69百万円）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において、減価償却費129百万円、たな卸資産の増減額63百万円、売上債権の増減額55百万円など

と、税金等調整前当期純損失△420百万円、仕入債務の増減額△114百万円などとの差引により、営業活動によるキャ

ッシュ・フローは△257百万円となりました（前年同期は325百万円）。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において、デクスキューブ㈱株式および㈱デジタルカメラエクスプレス株式の関係会社株式の売却

による収入61百万円などと、デザインコンテンツの開発調達やWebコマース事業のシステム開発など無形固定資産の

取得による支出△84百万円などとの差引により、投資活動によるキャッシュ・フローは△112百万円となりました

（前年同期は9百万円）。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において、金融機関からの短期借入金の純増減額130百万円などにより、財務活動によるキャッシ

ュ・フローは241百万円となりました（前年同期は△71百万円）。 

 以上の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ162百万円減少し、740百

万円となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、以下のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．デザイン事業における生産実績は、製造原価で表示しております。 

(2）受注状況 

当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、以下のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、以下のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

３．最近２連結会計年度における、主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日） 

前年同期比（％） 

デザイン事業（千円） 446,976 △42.5 

合計（千円） 446,976 △42.5 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

デザイン事業 1,204,573 △40.0 4,099 25.7 

合計 1,204,573 △40.0 4,099 25.7 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日） 

前年同期比（％） 

デザイン事業（千円） 1,203,736 △40.3 

飲食事業（千円） 212,038 △16.1 

合計（千円） 1,415,774 △37.6 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

相手先 金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ユーシーカード㈱ 117,079 5.2 174,750 12.3 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは、平成15年６月に策定した中期経営計画を骨子として、その後の事業活動においてこれをさらに発

展して、現在は以下の基本４戦略を基軸とした施策を実施しております。 

 

 ①Webコマース事業への集中  ～デザインのポータル戦略～ 

 ②事業ポートフォリオの再編 ～経営効率・合理化の徹底追求～ 

 ③グローバル戦略の本格始動 ～事業領域の「地域的」拡大～ 

 ④新規事業分野の獲得    ～事業領域の「質的」拡大～ 

(1）ポータル戦略の加速 

デザインのポータルサイトとして圧倒的NO.1のポジションを最短で獲得すべく、①サービス・商材の増強 ②トラ

フィック（集客）の増強、の２点を短期間に着実に遂行することが当社グループの最重要戦略であり課題であるとし

て、これら施策を実施してまいります。 

(2）事業ポートフォリオ再編 

経営効率と合理化を徹底追求するため、引き続きコア事業の成長に注力するとともに、今後ともさらなる事業ポー

トフォリオの最適化を推し進め、経営効率を追求してまいります。 

(3）事業領域の拡大 

効率化・合理化を進める一方で、当社グループはさらなる拡大成長のために、コア事業のリソースを活用しながら

新たな事業領域の拡大が重要な課題であると認識しております。これについては①グローバル戦略の本格始動による

事業領域の「地域的」拡大と、②新規事業分野の獲得による事業領域の「質的」拡大の２戦略を積極的に推し進めて

まいります。 



４【事業等のリスク】 

 当社グループの、事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な項目を記載しておりま

す。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えら

れる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。なお、当社グループ

は、これらリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発生した場合の対応に努める方針であります

が、本株式に関する投資判断は、本項および本項以外の記載事項を慎重に検討したうえで行われる必要があると考え

ております。また、以下の記載は当社グループの事業もしくは本株式への投資に関連するリスクを完全に網羅するも

のではありませんので、この点にご留意ください。 

(1）Webコマース事業の進捗について 

 Webコマース事業で計画している各サービスの中には、今後も技術面において十分な研究開発と検証を必要とする

サービスがあります。そのため、各サービスの開始については慎重に検討し、必要人員の確保や適切な外部取引先へ

の業務委託を行っておりますが、今後の計画において必要な知識を持つ人材が流出したり獲得に支障があった場合、

さらに外部取引先への業務委託が順調に進行しない場合、システム構築が遅れサービスを予定の時期に開始すること

が困難になり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(2）システムの不具合等について 

 Webコマース事業のシステム基盤については、専門家による構築、検証、テスト、監視等を厳重に行っております

が、予期せぬ不具合が発生する可能性があります。これによりシステムの稼動状況に影響を与えた場合、Webコマー

ス事業の売上計画が予定どおりに達成できず、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(3）セキュリティとプライバシー保護について 

 当社ではネットワークセキュリティについての技術上の対策、及び社内情報管理者のもとでのユーザーの個人情報

の機密保持についての業務上の対策には万全を期しておりますが、こうした対策にもかかわらず、ハッカーによる不

正アクセスやコンピュータウィルスによるシステム破壊などによってユーザーデータが漏洩する事態が発生した場

合、当社に対する損害賠償請求・訴訟またはその他の責任追及が発生する可能性があります。 

 セキュリティとプライバシー保護に対しては、今後とも最新技術の動向などを踏まえ十分な対応を行ってまいりま

すが、上記のような不測の事態の発生により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(4）法的規制について 

 当社がインターネット関連事業を展開する上で、法的な制約を受ける事実は現在ありません。しかし、インターネ

ットに関連する法規制が現在のところ未整備であることは各方面から指摘されており、今後国内において法整備など

が進む可能性があること、およびインターネットは国内のみならず国境を越えたネットワークであり海外諸国の法規

制による影響を受ける可能性があることから、将来的に当社の事業分野において何らかの法的規制等が発生した場

合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(5）知的財産権の法務処理について 

①著作権について 

 当社が扱うデザインコンテンツは知的財産権である著作物であり、これに関わる権利保護については、法的なら

びに技術的な対策に万全を期しております。当社はデジタル著作物についての著作に隣接するあらゆる権利に関し

て弁護士と共同で研究を行い、当社と著作者・使用者・著作物内の被写体などの権利や契約など法的な整備を行い

ました。 

 今後も、著作権分野においては、時代の要求に応じ常に現状より高次な体制整備を行うことが当社の事業性質上

必要不可欠なため、常に同分野での研究を継続し、著作権を含む知的財産権分野での法務体制のさらなる強化を図

ってまいります。 

 しかしながら、これまで顕在化していない課題の発生やユーザーの不正使用、デザインコンテンツ提供者の虚偽

申告などの事由によって、当社がユーザーおよびデザインコンテンツ提供者・被写体もしくは第三者などから訴訟

を提起された場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

②特許侵害について 

 当社は、当社独自のビジネスモデルや独自技術については積極的に特許出願を行う方針であると同時に、周辺特

許の必要な調査研究等を行っておりますが、同分野における技術革新や新たなビジネスモデルの開発・発明は急増

しており、今後の特許認定や海外におけるビジネスモデル特許の動向によっては、国内・国外において他のビジネ

スモデル特許などを侵害している、あるいは将来侵害する可能性は否定できません。この場合、当社グループの業

績に影響を与える可能性があります。 



(6）パッケージソフトウェア流通の市場動向について 

 当社が現状主力としているパッケージソフトウェアの店頭での販売量につきましては、近年ソフトウェアベンダー

による通信販売やインターネットを利用した販売などの販路が店頭とは別に確立されてきたことによって、店頭での

販売量が以前に比較して減少傾向にあります。 

 今後、当社の予想を超えて店頭での販売量の縮小が急激に進捗した場合、予定した売上が達成できず、当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。 

(7）パッケージソフトウェア製品の不具合などについて 

 プロダクト事業において開発している主たる製品群は、一般のソフトウェア製品と異なり、デザインデータを収録

した素材集であるためバグやOSの変更に伴う不具合発生の可能性は低いものの、一方でデータ自体の破損などの瑕疵

が存在する可能性があります。 

 仮に不具合や瑕疵・破損などが存在したとしても、パッケージソフトウェア製品に同梱されている使用許諾契約書

により当社責務は免責される条項はありますが、現時点においては予測し得ないユーザーからの著しいクレーム等に

より、将来訴訟対象になった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(8）パッケージソフトウェア流通における特定の取引先への依存について 

 パッケージソフトウェア流通においては、特定の取引先への過度な依存を避ける方針をとってまいりました。 

 今後もデザインのポータルサイト「DEX」を通じたユーザーへの直接販売などや、企業向けのデザインコンテンツ

のライセンス提供などにより、特定の取引先に対する売上依存割合を低下させる方針でありますが、販路や事業の分

散化が計画どおりに進まない段階で、特定の取引先の当社製品に対する取扱方針などが変更した場合、販売計画が予

定どおり達成できず、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 (9）飲食事業 

 タリーズコーヒーフランチャイズ４店舗の運営については、タリーズコーヒージャパン株式会社のフランチャイズ

本部とフランチャイズ契約のうえ運営しております。スペシャリティコーヒー業界は市場の認知拡大とともに新規参

入が増加しており競争が激化しております。今後、さらなる競争の激化やフランチャイズ本部の方針変更により販売

計画が予定どおり達成できない場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）当社が扱う素材の大部分は、外部の著作権者からライセンスまたは、著作権譲渡を受けたものであり、デザイン

事業の個々の取引にて、以下の契約を締結しております。 

（契約書の種類） 

1.DesignEXchangeコンテンツライブラリー基本契約書 

2.DesignEXchangeコンテンツライブラリー個別契約書 

①著作権譲渡 

②一括払いライセンス 

③ライセンス 

④パッケージ用ロイヤリティー覚書 

3.商品化ライセンス契約書 

4.制作委嘱契約書 

5.業務委託契約書 

(2）業務提携に関する契約 

(3）フランチャイズ契約 

契約締結先 契約日 契約期間 内容 

株式会社新進商会 平成15年11月１日 １年間 

（自動継続）

株式会社新進商会に対し、当社製品の管理と物

流業務の業務委託、受注業務の業務委託、請求

業務の業務委託を行うことを目的としておりま

す。 

株式会社アイシー

ピー 

平成16年６月４日 － 今後同社による継続的な当社株式の保有を含

め、両社が安定的な資本政策のもとで当社の企

業価値増大に向けた協力関係を構築して行くこ

とを目的としております。 

契約締結先 契約日 契約期間 内容 

タリーズコーヒー

ジャパン株式会社 

平成12年３月21日 ５年間 

（自動継続）

「タリーズコーヒー日本橋三越前店」に対し、

タリーズコーヒージャパン株式会社が指導援助

及び商品提供等による管理運営を行うことを目

的としております。 

平成13年２月23日 ５年間 

（自動継続）

「タリーズコーヒー日本橋3丁目店」に対し、タ

リーズコーヒージャパン株式会社が指導援助及

び商品提供等による管理運営を行うことを目的

としております。 

平成13年３月31日 ５年間 

（自動継続）

「タリーズコーヒー新宿センタービル店」に対

し、タリーズコーヒージャパン株式会社が指導

援助及び商品提供等による管理運営を行うこと

を目的としております。 

平成14年２月22日 ５年間 

（自動継続）

「タリーズコーヒー川崎ソリッドスクエア店」

に対し、タリーズコーヒージャパン株式会社が

指導援助及び商品提供等による管理運営を行う

ことを目的としております。 



６【研究開発活動】 

当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発活動は、デザイン事業を担当するWeb戦略事業グループを中心に

実施してまいりましたが、具体的な研究成果については、Webコマース事業を中核とした各商品・サービスにおける

マーケティング・企画、新規ブランドの開発、およびプロダクトの製品開発などにおいて利用されております。 

当連結会計年度における研究開発費としては、当該部門の研究開発活動に係る人件費等7,987千円を計上しており

ます。 

なお、飲食事業につきましては、研究開発費は発生しておりません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループにおける財務状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

なお、文中における将来に関する事項については、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

(1）当連結会計年度の経営成績の分析 

「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1）業績」をご参照ください。 

(2）当連結会計年度末の財務状態の分析 

資産の部 

 現金及び預金が前連結会計年度末から158百万円減少したこと、評価損・廃棄損の計上等によってたな卸資産が

111百万円減少したこと、および除却損の計上等によってソフトウェアが82百万円減少したことなどによって、資産

合計は前連結会計年度末から521百万円減少し1,534百万円となりました。 

負債の部 

 金融機関からの借入等により短期借入金が108百万円増加したこと、および私募債の発行によって社債が45百万円

増加したことなどの一方、支払手形及び買掛金が177百万円減少したことなどによって、負債合計は前連結会計年度

末から75百万円減少し331百万円となりました。 

資本の部 

 新株予約権の行使による増資に伴い資本金及び資本準備金が合わせて47百万円増加した一方、当期純損失の計上

等により利益剰余金が464百万円減少したことなどによって、資本合計は前連結会計年度末から417百万円減少し

1,203百万円となりました。 

(3）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2）キャッシュ・フロー」をご参照ください。 

(4）重要な会計方針及び見積り 

  当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に当たりましては、貸倒引当金、退職給付引当金等の計上について見積り計算

を行っており、その概要については「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因について 

「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」をご参照ください。 

(6）戦略的現状と見通し 

 当社グループは、平成15年６月に策定した中期経営計画を骨子として、その後の事業活動においてこれをさらに発

展して、現在は以下の基本４戦略を基軸とした施策を実施しております。 

 ①Webコマース事業への集中 

 ②事業ポートフォリオの再編 

 ③グローバル戦略の本格始動 

 ④新規事業分野の獲得 

 上記基本４戦略に基づき、事業効率の向上による業績回復と、Webコマース事業を中核とした事業成長加速のた

め、具体的施策を推し進めてまいります。 

 今後とも、中期経営計画に即した事業再編施策を積極的に推し進め、中核事業の成長発展に注力いたします。 

(7）経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループは引き続き中期経営計画に基づいて事業を推進してまいる所存ですが、その内容につきましては「第

２ 事業の状況 ３ 対処すべき課題」をご参照ください。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度において、当社は前連結会計年度に引き続いてデザインコンテンツの獲得およびWebコマース事

業用設備のソフトウェア・ハードウェア両面における拡張を行いました。 

 また、不稼動となったWebコマース事業用システムおよび閉鎖したユーラ川崎ソリッドスクエア店の店舗設備等

について除却いたしました。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１．金額は減価償却後の帳簿価額によります。なお、金額には消費税等は含めておりません。 

２．帳簿価額のうち「その他」は、商標権および電話加入権であります。 

３．デザイン事業のWebコマース事業用システムのソフトウェアは、インターネット上でのダウンロード販売を

行うためのシステム構築に係る支出であります。 

４．デザイン事業のデザインコンテンツは、Webコマースサイト上でのダウンロード販売、OEMライセンス、プロ

ダクト等での販売用の素材の調達に係る支出であります。 

５．従業員数は各期の正社員数及び契約社員数であり、臨時雇用者数は（ ）内に各期の平均人員を外数で記載

しております。 

  平成17年12月31日現在

事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数
(名) 建物 

(千円) 

工具器具備
品 
(千円) 

ソフトウェ
ア 
(千円) 

コンテン
ツ 
(千円) 

その他 
(千円) 

合計 
(千円) 

本社 

（東京都目黒区） 

デザイン事

業等 

 4,289 3,574 1,885 － 4,526 14,274 
36 

(6) 

Webコマース

事業用シス

テム 

－ 36,372 95,283 － － 131,655 
－ 

(－) 

デザインコ

ンテンツ 
－ － － 62,136 － 62,136 

－ 

(－) 

タリーズコーヒー日

本橋三越前店 

（東京都中央区） 

 飲食事業 店舗  7,831 1,122 － － － 8,954 
2 

(2) 

タリーズコーヒー日

本橋3丁目店 

（東京都中央区） 

 飲食事業 店舗  7,989 2,604 － － － 10,593 
1 

(3) 

タリーズコーヒー新

宿センタービル店 

（東京都新宿区） 

 飲食事業 店舗  10,527 2,229 － － － 12,756 
1 

(3) 

タリーズコーヒー川

崎ソリッドスクエア

店 

（神奈川県川崎市） 

 飲食事業 店舗  21,008 3,094 － － － 24,103 
2 

(2) 



(2）国内子会社 

 （注）１．金額は減価償却後の帳簿価額によります。なお、金額には消費税等は含めておりません。 

２．帳簿価額のうち「コンテンツ」は、デザインコンテンツの調達に係る支出であります。 

３．従業員数は各期の正社員数及び契約社員数であり、臨時雇用者数は（ ）内に各期の平均人員を外数で記載

しております。 

(3）在外子会社 

 （注）１．金額は減価償却後の帳簿価額によります。なお、金額には消費税等は含めておりません。 

２．従業員数は各期の正社員数及び契約社員数であり、臨時雇用者数は（ ）内に各期の平均人員を外数で記載

しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

当社グループの当連結会計年度末現在（平成17年12月31日）の設備計画は、以下のとおりであります。 

（注）金額には消費税等は含めておりません。 

(2）重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  平成17年12月31日現在

会社名 
事業所名（所在

地） 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

   

従業員数 
（名） 

工具器具備
品 

（千円） 

コンテンツ 
（千円） 

合計 
（千円） 

DEXイメージ株式会

社 

本社（東京都目黒

区） 
デザイン事業  721 7,914 8,636 

2 

(－) 

  平成17年12月31日現在

会社名 事業所名（所在地） 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 
従業員数 
（名） 工具器具備品 

（千円） 
合計 
（千円） 

DEX IMAGE PTE LTD 
 本社 

（Singapore） 
デザイン事業  68 68 

1 

(－) 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

予算金額 
資金調達
方法 

着手予定年
月 

完了予定年
月 

完成後の
増加能力 総額 

(千円) 
既支払額 
(千円) 

当社 
本社 

（東京都目黒区） 
デザイン事業 

Webコマース用

システム 
98,550 － 自己資金 平成18年１月 平成18年12月 － 

デザインコン

テンツ 
79,000 － 自己資金 平成18年１月 平成18年12月 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」には、平成17年３月１日から当有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使により

発行された株式数は、含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成15年３月28日定時株主総会決議 

（注）行使の条件 

(1）新株予約権の割当を受けたものが、権利行使時においても、当社の取締役および従業員ならびに当社子会社

の取締役および従業員であることを要する。 

(2）対象者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、いずれの場合も後記(4)に掲げ

る新株予約権割当に関する契約に定める条件による。 

(3）新株予約権の質入、その他の処分は認めない。 

(4）その他の条件については、当社と付与者との間で個別に締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

る。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 240,000 

計 240,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年３月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 64,790 64,790 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 64,790 64,790 － － 

 
事業年度末現在 

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 18 18 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 180 180 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき10,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年３月29日 

至 平成22年３月28日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

１株につき 

発行価格  10,000 

資本組入額  5,000 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権は譲渡できな

いものとする 
同左 



②平成16年３月30日定時株主総会決議 

（注）行使の条件 

(1）新株予約権の割当を受けたものが、権利行使時においても、当社の取締役および従業員であることを要す

る。 

(2）対象者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、いずれの場合も後記(4)に掲げ

る新株予約権割当に関する契約に定める条件による。 

(3）新株予約権の質入、その他の処分は認めない。 

(4）その他の条件については、当社と付与者との間で個別に締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

る。 

 
事業年度末現在 

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 265 265 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,650 2,650 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき32,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年３月31日 

至 平成23年３月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

１株につき 

発行価格  32,000 

資本組入額 16,000 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権は譲渡できな

いものとする 
同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有償・第三者割当（割当先）株式会社クリーク・アンド・リバー社 

発行株数 600株  発行価額  340,000円  資本組入額 170,000円 

２．資本準備金の減少は、平成15年３月28日開催の定時株主総会の決議に基づくその他資本剰余金への振替であ

ります。 

３．資本準備金の減少は、平成16年３月30日開催の定時株主総会の決議に基づくその他資本剰余金への振替であ

ります。 

４．株式分割 

平成16年６月14日開催の取締役会決議により、平成16年８月20日付をもって普通株式１株を10株に分割いた

しております。 

５．平成17年３月31日より平成17年12月31日までの間の新株予約権行使による増資 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年４月20日 

（注）１ 
600 6,000 102,000 764,500 102,000 1,195,000 

平成15年５月12日 

（注）２ 
－ 6,000 － 764,500 △500,000 695,000 

平成16年５月14日 

（注）３ 
－ 6,000 － 764,500 △200,000 495,000 

平成16年８月20日 

（注）４ 
54,000 60,000 － 764,500 － 495,000 

平成17年12月31日 

（注）５ 
4,790 64,790 23,950 788,450 23,950 518,950 



(4）【所有者別状況】 

（注）１．「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が54株含まれております。 

２．自己株式3,048株は、「個人その他」に含めて記載しております。 

(5）【大株主の状況】 

（注）「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は、小数点第３位を四捨五入しております。 

  平成17年12月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 1 12 35 10 5 3,598 3,661 － 

所有株式数

（株） 
－ 2,164 3,497 14,912 1,176 12 43,029 64,790 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 3.34 5.40 23.02 1.81 0.02 66.41 100.00 － 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社アイシーピー 東京都千代田区西神田2-5-8 共和15番館 12,000 18.52 

デザインエクスチェンジ株式

会社 

東京都目黒区上目黒2-9-35 中目黒GS第2

ビル 
3,048 4.70 

稲井田 安史 東京都港区南麻布3-11-6 3,000 4.63 

藤井 健之 神奈川県鎌倉市由比ガ浜4-4-51-108 2,211 3.41 

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜2-4-6 2,164 3.34 

松井証券株式会社 東京都中央区日本橋1-20-7 1,504 2.32 

西野 慎二郎 東京都中野区松が丘1-33-1-1121 1,070 1.65 

立花証券株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-13-14 1,027 1.58 

秋元 康 東京都港区白金2-1-38-402 1,000 1.54 

株式会社新進商会 東京都港区三田2-17-25 1,000 1.54 

計 － 28,024 43.25 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が54株（議決権54個）含まれて

おります。 

②【自己株式等】 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式 3,048 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式61,742 61,742 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 64,790 － － 

総株主の議決権 － 61,742 － 

  平成17年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

デザインエクスチェンジ

株式会社 

東京都目黒区上目黒

2-9-35 中目黒GS第2

ビル 

3,048 － 3,048 4.70 

計 － 3,048 － 3,048 4.70 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定にしたがい、平成15年３月28日の第10回定時株主総会の決議お

よび平成16年３月30日の第11回定時株主総会の決議をもって、取締役および従業員並びに子会社の取締役および従

業員に対し、新株予約権方式によるストックオプション制度を以下のとおり実施いたしております。 

 なお、上記決議後の退職による新株予約権の喪失により、付与者は減少しております。 

① 

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は、次の算式によ

り調整されるものとする。なお、かかる調整は、当該時点において対象者が新株予約権を行使していない目

的たる株式の数においてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

２．新株予約権の行使時の払込金額は権利発行日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）の東京

証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた価額とし、１円未満の端数は切

り上げる。 

ただし、当該金額が権利発行日（取引が成立しない場合は、直近の取引成立日）の終値を下回る場合には、

権利発行日の終値とする。 

なお、当社が新株予約権発行後時価を下回る価額で普通株式を発行する場合、行使価額を次の算式により調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が新株予約権発行後、株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成15年３月28日 

付与対象者の区分及び人数 従業員５名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

(調整後新株払込価額) ＝ (調整前新株払込価額) × 
(既発行株式数) ＋ 

(新規発行株式数) × (１株当たり払込金額)

(時価) 

(既発行株式数) ＋ (新規発行株式数) 

調整後払込価額 ＝調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



② 

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は、次の算式によ

り調整されるものとする。なお、かかる調整は、当該時点において対象者が新株予約権を行使していない目

的たる株式の数においてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

２．新株予約権の行使時の払込金額は権利発行日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）の東京

証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた価額とし、１円未満の端数は切

り上げる。 

ただし、当該金額が権利発行日（取引が成立しない場合は、直近の取引成立日）の終値を下回る場合には、

権利発行日の終値とする。 

なお、当社が新株予約権発行後時価を下回る価額で普通株式を発行する場合、行使価額を次の算式により調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が新株予約権発行後、株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成16年３月30日 

付与対象者の区分及び人数 従業員８名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

(調整後新株払込価額) ＝ (調整前新株払込価額) × 
(既発行株式数) ＋ 

(新規発行株式数) × (１株当たり払込金額)

(時価) 

(既発行株式数) ＋ (新規発行株式数) 

調整後払込価額 ＝調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はありません。 

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

３【配当政策】 

当社は、株主の皆様に対する適正な利益配分についてはこれを会社が果たすべき重要な使命と認識しております。

よって、利益配当についてはその重要性および、Webコマース事業への戦略的先行投資のための内部留保の充実や、

業績の状況なども含めて総合的に勘案のうえ、その実施を決定していく方針であります。 

当期の配当金につきましては、配当可能利益がないため、誠に遺憾ながら無配とすることを決定いたしました。 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 3,048 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は東京証券取引所（マザーズ）におけるものであります。 

２. 平成16年６月14日開催の取締役会の決議に基づき平成16年８月20日付をもって普通株式１株を10株に分割し

ております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は東京証券取引所（マザーズ）におけるものであります。 

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高（千円） 600 339 300 970 177 

最低（千円） 205 87 70 49 56 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（千円） 128 127 136 165 147 134 

最低（千円） 109 75 95 116 118 110 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式
数 
（株） 

代表取締役社長   
リン ハウ アルバー

ト 
昭和45年12月24日生 

平成８年３月：オーストラリア BHP社入社 

ネットワークエンジニア 

平成16年４月：BBMF Corp.(USA)入社 

オペレーションディレクター 

平成16年10月：株式会社ビービーエムエフ入社 

制作配信部長 

平成17年12月：当社代表取締役社長（現任） 

－ 

取締役   石部 将生 昭和40年９月20日生 

平成11年９月：株式会社アイシーピー設立   

代表取締役（現任） 

平成13年６月：株式会社バイクブロス取締役 

(現任） 

平成13年11月：株式会社日本二輪流通代表取締

(現任） 

平成13年12月：株式会社ユーブック取締役 

(現任） 

平成15年３月：株式会社イー・サンポ・ドット・

コム取締役（現任） 

平成15年７月：ビットレイティングス株式会社 

監査役（現任） 

平成16年９月：DEXインベストメント株式会社 

取締役（現任） 

平成17年３月：当社取締役（現任） 

－ 

取締役   リエン イ ハン 昭和45年３月22日生 

平成８年４月：JAFCOアジア入社 

平成12年９月：Inphomatch Asia設立 

CEO 

平成16年４月：BBMF Corp.（USA） 

CEO（現任） 

平成16年10月：株式会社ビービーエムエフ 

代表取締役社長 

平成17年12月：当社取締役（現任） 

－ 

取締役   イップ アントニー 昭和53年10月18日生 

平成７年６月：Chinadotcom設立 

ビジネスマネジャー 

平成11年６月：Myrice設立 

CEO 

平成16年４月：BBMF Corp.(USA)  

President (現任） 

平成17年12月：当社取締役（現任） 

－ 

取締役   八巻 龍一 昭和28年９月10日生 

昭和55年３月：東京ボース工業株式会社入社 

昭和58年12月：ボーステック株式会社設立 

代表取締役（現任） 

平成17年12月：当社取締役（現任） 

－ 

取締役    フォン オット 昭和48年１月１日生 

平成７年６月：Chinadotcom 

最高技術責任者就任 

平成12年４月：Picktips設立 

CEO 

平成16年４月：BBMF Corp.(USA)入社  

技術責任者 

平成17年12月：当社取締役（現任） 

－ 

 



（注）監査役宇都宮勢治、杉山靖彦、物部勝および渡邊龍男は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第

18条第１項に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式
数 
（株） 

監査役 

（常勤） 
 宇都宮 勢治 昭和４年11月10日生 

平成９年10月：国際建設株式会社 顧問 

平成11年７月：同社非常勤顧問 

平成13年３月：当社監査役(現任) 

37 

監査役  杉山 靖彦 昭和42年４月23日生 

平成10年２月：税理士登録、杉山靖彦税理士事務

所開業 

平成10年６月：行政書士登録 

平成11年３月：当社監査役（現任） 

平成16年２月：デクスキューブ株式会社監査役

（現任） 

155 

監査役  物部 勝 昭和44年12月17日生 

平成12年４月：株式会社アイシーピー入社 

平成12年７月：株式会社アイシーピー取締役（現

任） 

平成13年10月：株式会社バイクブロス取締役（現

任） 

平成17年３月：当社監査役(現任) 

－ 

監査役  渡邊 龍男 昭和39年６月11日生 

平成15年12月：株式会社SDホールディングス監査

役（現任） 

平成16年２月：有限会社ソレイルソウル取締役

（現任） 

平成16年５月：中小企業基盤整備機構本部チーフ

アドバイザー（現任） 

平成16年６月：株式会社オールアバウト監査役

（現任） 

平成16年11月：株式会社高滝リンクス倶楽部取締

役（現任） 

平成17年３月：当社監査役(現任) 

－ 

    計 192 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、コーポレート・ガバナンスについて、これを経営の最重要項目の一つと認識しており、そのための機関や

仕組の整備に努めております。 

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の内容 

（取締役会） 

 取締役会は取締役６名（うち社外取締役５名）で構成されており、毎月１回、その他必要に応じて臨時に開催

しております。取締役会においては、経営に関する重要事項は全て付議され審議決定されており、また業務執行

状況についても随時報告されております。 

（監査役制度） 

 当社では監査役制度を採用しており、監査役４名（うち社外監査役４名）は、取締役会に出席するとともに、

社内のメーリングリストなどにより取締役の職務を十分に監視できる体制としております。 

 また、監査役会は３ヶ月毎に１回、その他必要に応じて臨時に開催し、監査に関する必要事項の報告を受け、

協議・決議を行っております。 

②会計監査の状況 

 当社の会計監査については新日本監査法人と監査契約を締結しており、指定社員・業務執行社員である公認会計

士 高山秀廣（継続監査年数８年）、関口弘和（継続監査年数８年）の２氏が業務を執行し、公認会計士および会

計士補が業務の補助を行っております。当社は証券取引法および商法特例法上の監査を受けているほか、会計処理

等に関する諸問題について随時確認協議を行い、財務諸表の適正性の確保に努めております。 

(3）社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 社外監査役１名は、筆頭株主である㈱アイシーピーの取締役であります。 

 なお、社外取締役および社外監査役との取引関係については、連結財務諸表に係る注記「関連当事者との取引」に

記載しております。 

(4）コーポレート・ガバナンス充実に向けた取組の最近１年間の実施状況 

 平成17年３月の定時株主総会において取締役１名、監査役２名（うち社外監査役２名）を、平成17年12月の臨時株

主総会において、取締役５名（うち社外取締役５名）をそれぞれ新たに選任し、経営体制の充実を図っております 

 また、平成17年12月に社長室（３名）を設置し、内部統制の向上を図っております。。 



(5）役員報酬の内容 

 取締役に対する報酬       41,065千円 

  うち社内取締役に対する報酬  41,065千円 

  うち社外取締役に対する報酬    －千円 

 監査役に対する報酬        8,052千円 

(6）監査報酬の内容 

 当社の監査法人への公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額  14,000千円 

 上記以外の業務に基づく報酬の金額はありません。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年１月１日から平成16年12月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成

16年１月１日から平成16年12月31日まで）及び当事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の財務

諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   950,690   792,525  

２．受取手形及び売掛金   375,514   200,273  

３．たな卸資産   186,275   74,605  

４．繰延税金資産   54,558   3,801  

５．その他   26,283   41,098  

貸倒引当金   △12,461   △8,397  

流動資産合計   1,580,860 76.9  1,103,907 72.0 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1)建物及び構築物  86,347   81,348   

減価償却累計額  △23,090 63,256  △32,224 49,124  

(2)機械装置及び運搬具  4,761   －   

減価償却累計額  △818 3,943  － －  

(3)工具器具備品  112,194   140,103   

減価償却累計額  △70,088 42,106  △90,437 49,665  

有形固定資産合計   109,306   98,789  

２．無形固定資産        

(1)ソフトウェア   179,348   97,169  

(2)ソフトウェア仮勘定   4,350   －  

(3)コンテンツ   46,053   69,479  

(4)その他   5,833   4,526  

無形固定資産合計   235,586   171,174  

３．投資その他の資産        

(1)投資有価証券   15,202   12,362  

(2)差入保証金   104,645   143,215  

(3)繰延税金資産   437   265  

(4)その他   11,457   945  

貸倒引当金   △8,951   △487  

投資その他の資産合計   122,792   156,301  

固定資産合計   467,685 22.8  426,265 27.8 

Ⅲ 繰延資産        

１．新株発行費   4,204   2,102  

２．社債発行費   －   1,033  

３．開発費   2,638   799  

繰延資産合計   6,843 0.3  3,934 0.2 

資産合計   2,055,389 100.0  1,534,108 100.0 

 



  
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   234,038   56,705  

２．短期借入金   21,600   130,000  

３．未払法人税等   22,537   8,815  

４．返品調整引当金   6,336   9,383  

５．その他   95,751   66,546  

流動負債合計   380,264 18.5  271,449 17.7 

Ⅱ 固定負債        

１．社債   －   45,000  

２. 繰延税金負債   1,486   －  

３. 退職給付引当金   20,171   14,139  

４．事業損失引当金   4,261   458  

固定負債合計   25,918 1.3  59,597 3.9 

負債合計   406,182 19.8  331,047 21.6 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   28,853 1.4  － － 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  764,500 37.2  788,450 51.4 

Ⅱ 資本剰余金   1,207,760 58.8  1,231,710 80.3 

Ⅲ 利益剰余金   △279,102 △13.6  △743,959 △48.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  － －  39 0.0 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △1,513 △0.1  △1,887 △0.1 

Ⅵ 自己株式 ※２  △71,291 △3.5  △71,291 △4.7 

資本合計   1,620,352 78.8  1,203,060 78.4 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  2,055,389 100.0  1,534,108 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   2,270,401 100.0  1,415,774 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２  1,099,764 48.4  702,692 49.6 

売上総利益   1,170,637 51.6  713,082 50.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１,
２ 

 1,074,076 47.3  983,000 69.5 

営業利益   96,561 4.3  － － 

     営業損失   － －  269,917 19.1 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  1,007   87   

２．受取配当金  0   －   

３. 為替差益  －   5,166   

４．雑収入  82 1,090 0.1 120 5,374 0.4 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  1,509   2,368   

２．為替差損  1,938   －   

３．自己株式取得費用  252   －   

４．開発費償却  1,059   799   

   ５．新株発行費償却  2,102   2,107   

   ６．社債発行費償却  －   516   

   ７．持分法投資損失  9,310   －   

   ８．投資分配損  －   2,834   

９．雑損失  1,923 18,096 0.9 343 8,970 0.6 

経常利益   79,555 3.5  － － 

     経常損失   － －  273,513 19.3 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１. 貸倒引当金戻入益  12,054   －   

   ２．投資有価証券売却益  11,600   －   

   ３．関係会社株式売却益  33,150 56,804 2.5 － － － 

Ⅶ 特別損失        

１．たな卸資産評価損  －   73,670   

２．たな卸資産廃棄損  －   10,386   

３．固定資産除却損  12,520   46,408   

４．臨時償却費  －   3,059   

５．投資有価証券評価損  －   531   

６．持分変動損失  5,985   －   

７．関係会社株式売却損  －   9,140   

８．損害賠償和解金  －   3,318   

９．出版事業撤退損失 ※３ 36,437   －   

10．その他  2,000 56,943 2.5 － 146,515 10.4

税金等調整前当期純利
益 

  79,416 3.5  － － 

税金等調整前当期純損
失 

  － －  420,028 29.7 

法人税、住民税及び事
業税 

 22,849   4,411   

法人税等調整額  △15,170 7,679 0.3 48,894 53,305 3.7 

       少数株主利益   1,771 0.1  － － 

       少数株主損失   － －  3,190 0.2 

当期純利益   69,966 3.1  － － 

       当期純損失   － －  470,144 33.2 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,207,760  1,207,760 

 Ⅱ 資本剰余金増加高      

   １．増資による新株の発行  － － 23,950 23,950 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   1,207,760  1,231,710 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △349,068  △279,102 

 Ⅱ 利益剰余金増加高      

   １．連結子会社除外に伴う増

加高 
 －  5,287  

   ２．当期純利益  69,966 69,966 － 5,287 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．当期純損失  － － 470,144 470,144 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   △279,102  △743,959 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

   １．税金等調整前当期純利益  79,416 － 

   ２．税金等調整前当期純損失  － △420,028 

３．減価償却費  147,450 129,902 

４．臨時償却費  － 3,059 

５．貸倒引当金の増減額   △12,054 △12,386 

６．退職給付引当金の増減額  2,091 △3,279 

７．返品調整引当金の増減額  △8,683 3,046 

８．事業損失引当金の増減額  4,261 △3,802 

   ９．受取利息及び受取配当金  △1,008 △87 

10．支払利息  1,509 2,368 

11．為替差損益  1,259 △3,507 

12. 持分法投資損失   9,310 － 

13．持分変動損失  5,985 － 

14．投資有価証券評価損  － 531 

15. 投資有価証券売却益  △11,600 － 

   16．関係会社株式売却損  △33,150 9,140 

   17. 固定資産除却損  12,598 46,408 

18．売上債権の増減額  110,586 55,181 

19．たな卸資産の増減額  31,568 63,876 

20．仕入債務の増減額  3,336 △114,218 

21．未収消費税等の増減額  △1,068 △10,505 

22．未払消費税等の増減額  △11,872 △12,705 

23．その他  △573 34,527 

小計  329,365 △232,478 

24．利息及び配当金の受取額  1,000 354 

25. 損害賠償金の受取額   943 － 

26．利息の支払額  △1,359 △2,635 

27. 損害賠償和解金の支払額   △2,000 － 

28．法人税等の支払額  △2,357 △22,334 

営業活動によるキャッシュ・フロー  325,592 △257,094 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１．定期預金の預入による支出  △16,600 △10,610 

２. 定期預金の払戻による収入  33,571 － 

３．有形固定資産の取得による支出  △32,280 △31,307 

４. 有形固定資産の売却による収入  28,601 － 

   ５．有形固定資産の除却に伴う支出  － △2,540 

６．無形固定資資産の取得による支出  △109,314 △84,368 

７．投資有価証券の取得による支出  △15,000 △460 

８. 投資有価証券の売却による収入  54,100 － 

９. 関係会社株式の取得による支出  △19,685 － 

10．関係会社株式の売却による収入  69,840 61,299 

11．関係会社株式の売却に伴う支出  － △4,530 

12．保証金の差入による支出  △12,203 △40,637 

13．保証金の返還による収入  28,183 461 

14. 貸付による支出  △14,000 － 

   15．貸付金の回収による収入  14,000 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー  9,213 △112,693 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１．短期借入金の純増減額  21,600 130,000 

２．長期借入金の返済による支出  △75,482 － 

３. 自己株式の取得による支出  △38,995 － 

４．社債発行による収入  － 48,450 

５．社債の償還による支出  － △5,000 

６．株式の発行による収入  － 47,900 

７．少数株主からの払込による収入  21,000 19,940 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △71,877 241,290 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △1,271 3,008 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  261,657 △125,489 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  641,707 903,365 

Ⅶ  連結子会社除外に伴う現金及び現金同等物
の減少額 

 － △37,285 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  903,365 740,589 

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

───── 当社グループは、当連結会計年度において、269百万円

の営業損失および470百万円の当期純損失を計上する結

果となりました。当該状況により、当社グループは

「継続企業の前提に関する開示について」（日本公認

会計士協会監査委員会報告第74号）に基づき、継続企

業の前提に関する重要な疑義が存在していると判断し

ております。 

この主たる要因としては、プロダクト事業において、

流通形態の転換に伴う素材集パッケージソフト市場全

体の縮小が予想以上に速く進展したため、販売が予定

を下回ったこと、またWebコマース事業において、予定

していたシステム開発の進捗が遅れ、結果として新規

サービスが実施できなかったことなどにより、売上高

が計画を達成できなかったことによるものでありま

す。 

当社グループは、当該状況を解消すべく経営の再構築

を進めております。翌連結会計年度に向けての対応策

としては、①Webコマース事業において、遅延していた

システム開発とコマースサイトのリニューアルを実現

し、新規サービスの実施等によって会員数の増大およ

び一人あたり売上単価の向上を図るとともに、新規コ

ンテンツ獲得を目的とした業務提携を推進する、②プ

ロダクト事業において、販売管理体制を再構築し、製

作・流通・管理コストの削減と将来発生し得る在庫リ

スクの低減を図る、などを検討しており、これらの施

策を通じて、売上および利益の向上を目指してまいり

ます。また販売費及び一般管理費についても、プロダ

クト事業における販売管理コストの低減のほか、本社

事務所賃借の一部解約による支払家賃の減少などによ

って、さらなるコスト削減を計画しております。 

この結果として、当社グループは、平成18年連結会計

年度の営業利益の黒字化を見込んでおります。 

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項   

(1）連結子会社の数 ６社 

連結子会社名 

デックスユーラ㈱ 

DEX IMAGE PTE LTD 

デクスキューブ㈱ 

ガスアズインターフェイス㈱ 

DEXインベストメント㈱ 

㈱デジタルカメラエクスプレス 

上記のうち、デクスキューブ㈱及びガ

スアズインターフェイス㈱については

当連結会計年度において新たに会社分

割により設立したため、またDEXインベ

ストメント㈱及び㈱デジタルカメラエ

クスプレスについては新たに会社設立

したため、それぞれ連結の範囲に含め

ております。 

３社 

連結子会社名 

DEX IMAGE PTE LTD 

DEXインベストメント㈱ 

DEXイメージ㈱ 

  

  

  

上記のうち、DEXイメージ㈱については

当連結会計年度において新たに設立し

たため、連結の範囲に含めておりま

す。また、従来連結子会社であったデ

ックスユーラ㈱は、平成17年４月１日

をもって当社本体に吸収合併いたしま

した。ガスアズインターフェイス㈱

は、兼務役員の関係が解消されたこと

により連結の範囲から除外しておりま

す。㈱デジタルカメラエクスプレス

は、所有株式の売却により連結の範囲

から除外しております。デクスキュー

ブ㈱は、所有株式の売却等により連結

の範囲から除外しております。 

(2）主要な非連結子会社の

名称等 

エリックカレー㈱ 

（連結の範囲から除いた理由） 

同社は小規模であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等はいずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため、連結の

範囲から除外しております。   

 ────── 

２．持分法の適用に関する事

項 

  

(1）持分法適用の関連会社

の数 

該当事項はありません。 

従来持分法適用関連会社であったナウ

オンメディア㈱は、所有株式の売却に

より持分法の範囲から除外しておりま

す。なお、当連結会計年度を通じて持

分法を適用し、その損益を連結財務諸

表に取り込んでおります。 

────── 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(2）持分法を適用していな

い非連結子会社 

持分法非適用の主要な非連結子会社であ

るエリックカレー㈱は、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、持分法の対象か

ら除いても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲から除外

しております。 

────── 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

全ての連結子会社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は総

平均法により算定） 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 ②たな卸資産 

製品・商品 

総平均法による原価法 

②たな卸資産 

製品・商品 

同左 

 原材料 

最終仕入原価法 

 

 仕掛品 

個別法による原価法 

仕掛品 

同左 

 貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

  ①有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定率法

（ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法）により、在

外連結子会社は定額法によっており

ます。 

なお、当社及び国内連結子会社につ

いての耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

  ①有形固定資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ②無形固定資産 

商標権 

定額法（10年） 

②無形固定資産 

商標権 

同左 

 ソフトウェア 

市場販売目的のソフトウェアにつ

いては見込販売有効期間（３

年）、自社利用目的のソフトウェ

アについては社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定額

法 

ソフトウェア 

同左 

 コンテンツ 

定額法（３年） 

コンテンツ 

定額法（３年） 

連結子会社１社においては、定額

法（４年） 

 ③長期前払費用 

定額法 

③長期前払費用 

同左 

 ④少額減価償却資産 

当社及び国内連結子会社は、取得価

額が10万円以上20万円未満の資産に

ついては３年間の均等償却 

④少額減価償却資産 

同左 

(3）繰延資産の処理方法 ①新株発行費 

商法規定の最長期間（３年間）で均

等償却 

②    ────── 

  

  

③開発費 

商法規定の最長期間（５年間）で均

等償却 

①新株発行費 

同左 

  

②社債発行費 

商法規定の最長期間（３年間）で均

等償却 

③開発費 

同左 

(4）重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

①貸倒引当金 

同左 

 ②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、期

末自己都合退職金要支給額を退職給

付債務として計上しております。 

②退職給付引当金 

同左 

 ③返品調整引当金 

製品の返品による損失に備えるた

め、返品予測高に対する売買利益相

当額を計上しております。 

③返品調整引当金 

同左 

 ④事業損失引当金 

事業の撤退による損失に備えるた

め、将来負担することが見込まれる

損失見込額を計上しております。 

④事業損失引当金 

同左 

 



表示方法の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(5）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在

外子会社等の資産及び負債、並びに収益

及び費用は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は少数株主持

分及び資本の部における為替換算調整勘

定に含めております。 

同左 

(6）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理方法 

 同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は、発生時に償却しており

ます。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱に

関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について、連結会計年度に確定した利

益処分に基づいて作成しております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── （連結損益計算書） 

 「投資分配損」は、前連結会計年度は、営業外費用の

「雑損失」に含めて表示しておりましたが、当連結会計

年度において営業外費用の総額の100分の10を超えたた

め区分掲記いたしました。 

なお、前連結会計年度の「投資分配損」の金額は797千

円であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

※１ 当社の発行済株式総数は普通株式60,000株であり

ます。 

※１ 当社の発行済株式総数は普通株式64,790株であり

ます。 

※２ 提出会社が保有する自己株式の数 

普通株式 3,048.0株 

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、㈱

UFJ銀行とコミットメントライン設定契約を締結

しております。この契約に基づく当連結会計年度

末現在の借入実行状況は次のとおりであります。 

(1）コミットメントの総額：150,000千円 

(2）借入未実行残高：   150,000千円 

※２ 提出会社が保有する自己株式の数 

普通株式 3,048.0株 

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、㈱

UFJ銀行（現㈱三菱東京UFJ銀行）とコミットメン

トライン設定契約を締結しております。この契約

に基づく当連結会計年度末現在の借入実行状況は

次のとおりであります。 

(1）コミットメントの総額：150,000千円 

(2）借入未実行残高：    20,000千円 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給与手当 306,041千円 

減価償却費 115,516千円 

給与手当 275,420千円 

支払手数料 105,933千円 

地代家賃 101,178千円 

※２ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費 

19,009千円 

※２ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費 

  7,987千円 

※３ 出版事業撤退損失は、出版事業からの撤退に伴う 

費用であります。 

※３       ────── 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係は、以下のとおりであり

ます。 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係は、以下のとおりであり

ます。 

  （平成16年12月31日現在）

現金及び預金勘定 950,690千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金及び定期積金 
△47,325千円

現金及び現金同等物 903,365千円

 （平成17年12月31日現在）

現金及び預金勘定 792,525千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金及び定期積金 
△51,935千円

現金及び現金同等物 740,589千円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

1．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

1．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 工具器具備品 合計 

取得価額相当
額（千円） 

14,479 14,479 

減価償却累計
額相当額 
（千円） 

11,763 11,763 

期末残高相当
額（千円） 

2,716 2,716 

 工具器具備品 合計 

取得価額相当
額（千円） 

3,897 3,897 

減価償却累計
額相当額 
（千円） 

3,507 3,507 

期末残高相当
額（千円） 

389 389 

2．未経過リース料期末残高相当額 2．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,269千円

１年超  659千円

合計 2,929千円

１年内 429千円

１年超 －千円

合計  429千円

3．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 3．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 3,807千円

減価償却費相当額 3,446千円

支払利息相当額 199千円

支払リース料 2,060千円

減価償却費相当額 1,863千円

支払利息相当額 55千円

4．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存期間を零とする定額

法によっております。 

4．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

5．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法は、利息法によ

っております。 

5．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成16年12月31日） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

            該当事項はありません。 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

54,100 11,600 － 

種類 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,000 

匿名組合出資金 14,202 

      計 15,202 



当連結会計年度（平成17年12月31日） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理したものはありません。なお、当該

株式の減損にあたっては、当連結会計年度における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた金額につ

いて減損処理を行っております。 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

             該当事項はありません。 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

該当事項はありません。 

 種類 

当連結会計年度（平成17年12月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照表計上
額 

（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1）株式 460 526 66 

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 460 526 66 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 460 526 66 

種類 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 468 

匿名組合出資金 11,367 

      計 11,836 



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、退職金規定に基づく退職一時金制度を採用しております。また、海外連結子会

社は確定拠出年金制度を採用しております。 

２ 退職給付債務及びその内訳 

３ 退職給付費用の内訳 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

該当事項はありません。 

５ 当社及び連結子会社は、退職給付債務及び退職給付費用の算定方法として簡便法を採用しております。 

 
前連結会計年度 
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年12月31日) 

(1)退職給付債務（千円） 20,171 14,139 

(2)退職給付引当金（千円） 20,171 14,139 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(1)勤務費用（千円） 15,647 9,654 

(2)退職給付費用（千円） 15,647 9,654 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（千円） 

流動資産： 

繰延税金資産 

（千円） 

流動資産： 

繰延税金資産 

貸倒引当金 5,042

未払事業税 1,697

たな卸資産評価損 50,770

外国税額控除 1,330

事業損失引当金 1,733

繰越欠損金 32,893

繰延税金資産小計 93,468

評価性引当額 △38,910

繰延税金資産計 54,558

貸倒引当金 2,531

未払事業税 1,813

たな卸資産評価損 67,590

外国税額控除 1,339

事業損失引当金 186

貸倒損失 7,254

繰延税金資産小計 80,715

評価性引当額 △76,913

繰延税金資産計 3,801

固定資産： 

繰延税金資産 

固定資産： 

繰延税金資産 

退職給付引当金 7,538

自己株式売却差額 6,349

繰越欠損金 116,844

貸倒引当金 3,642

その他 1,241

繰延税金資産小計 135,617

評価性引当額 △135,179

繰延税金資産計 437

退職給付引当金 2,694

自己株式売却差額 6,349

繰越欠損金 270,660

貸倒引当金 1,113

臨時償却費 1,244

その他 491

繰延税金資産小計 282,555

評価性引当額 △281,310

繰延税金資産計 1,244

固定負債： 

繰延税金負債 

固定負債： 

繰延税金負債 

特別償却準備金 1,486

繰延税金負債計 1,486

特別償却準備金 952

その他有価証券評価差額金 26

繰延税金負債計 979

繰延税金資産の純額 265

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.3

評価性引当額 △31.7

住民税均等割 4.2

子会社税率差異 0.5

持分法投資損失 △4.7

持分変動損失 △3.1

その他 0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 9.7

 （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 △3.3

評価性引当額 △43.8

住民税均等割 △0.9

連結除外の影響額 △5.3

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △12.7



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

当社の事業は、事業の種類の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業区分の主要製品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産 

 
デザイン事業 
（千円） 

飲食事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 2,017,571 252,830 2,270,401 － 2,270,401 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
7,400 － 7,400 (7,400) － 

計 2,024,971 252,830 2,277,801 (7,400) 2,270,401 

営業費用 1,828,398 259,581 2,087,980 85,860 2,173,840 

営業利益（又は営業損失） 196,573 (6,751) 189,821 (93,260) 96,561 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出 
     

資産 1,865,977 131,563 1,997,540 57,848 2,055,389 

減価償却費 130,579 15,803 146,383 1,067 147,450 

資本的支出 136,663 7,901 144,564 (2,968) 141,595 

事 業 区 分 主 要 製 品 ・ サ ー ビ ス 

デザイン事業 
Webコマースサイトの運営、デザイン関連受託制作、デザイン関連のパッケージソ

フトウェア・書籍販売、内装工事受注 

飲食事業 飲食店舗の企画・運営 

 前連結会計年度（千円） 主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配

賦不能営業費用の金額 
93,328 当社の管理部門に係る費用 

 前連結会計年度（千円） 主な内容 

消去又は全社の項目に含めた全

社資産の金額 
61,693 

当社での余資運用資金（預金等）、管

理部門に係る資産 



当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

当社の事業は、事業の種類の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業区分の主要製品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
デザイン事業 
（千円） 

飲食事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,203,736 212,038 1,415,774 － 1,415,774 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
430 － 430 (430) － 

計 1,204,166 212,038 1,416,204 (430) 1,415,774 

営業費用 1,367,069 193,347 1,560,416 125,275 1,685,692 

営業利益（又は営業損失） (162,902) 18,690 (144,211) (125,706) (269,917)

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出 
     

資産 1,361,325 111,405 1,472,730 61,377 1,534,108 

減価償却費 122,327 9,627 131,955 1,007 132,962 

資本的支出 109,437 580 110,017 － 110,017 

事 業 区 分 主 要 製 品 ・ サ ー ビ ス 

デザイン事業 
Webコマースサイトの運営、デザイン関連受託制作、デザイン関連のパッケージソ

フトウェア販売、内装工事受注 

飲食事業 飲食店舗の運営 

 当連結会計年度（千円） 主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配

賦不能営業費用の金額 
125,706 当社の管理部門に係る費用 

 当連結会計年度（千円） 主な内容 

消去又は全社の項目に含めた全

社資産の金額 
61,377 

当社での余資運用資金（預金等）、管

理部門に係る資産 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）取引金額はいずれも当社の帳簿価額であります。 

当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

該当事項はありません。 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

役員及びそ

の近親者 

蛯原  健 － － 

当社代表

取締役社

長 

被所有 

  2.22％
－ － 

投資有価 

証券譲渡 
9,750 － － 

丸山 耿介 － － 
当社取締

役副社長 

被所有 

  2.93％
－ － 

投資有価 

証券譲渡 
9,750 － － 

藤井 健之 － － 
当社取締

役会長 

被所有 

  5.88％
－ － 

子会社株式

譲渡 
10,012 － － 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 

28,451.20円 

１株当たり純資産額 

       19,485.29円 

１株当たり当期純利益金額 

 1,221.54円 

１株当たり当期純損失金額 

        7,838.14円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

1,092.12円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

－円 

（追加情報） 

当社は、平成16年６月30日付の株主に対して平成16年８

月20日をもってその所有株式１株を10株の割合で分割い

たしました。 

なお、前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合

における１株当たり情報は以下のとおりとなります。 

(1）１株当たり純資産額      

    前期 27,736.32円 

(2）１株当たり当期純損失金額         

    前期  6,873.12円 

───── 

  

  

  

  

  

 

  

  

  

───── なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失が計上されているため

記載しておりません。 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△）（千

円） 
69,966 △470,144 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は普通株式

に係る当期純損失（△）（千円） 
69,966 △470,144 

期中平均株式数（株） 57,277.1 59,981.6 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

1．当社は、平成17年１月12日開催の取締役会において、

国内・海外のデザイン/クリエイティブ市場に向けたス

トックフォトコンテンツの企画・開発・提供を行う子

会社の設立を決議し、平成17年２月１日に設立いたし

ました。なお、概要については次のとおりでありま

す。 

(1）経緯及び目的 

当社は、中期経営計画の基本戦略のひとつに「グロー

バル戦略の本格始動」を掲げ、昨年は世界最大手のゲ

ッティ イメージズ（NYSE上場：GYI）と写真コンテン

ツ販売に関する相互ライセンス契約を交わすなど、積

極的に海外販売展開を加速しております。今回、スト

ックフォトコンテンツの企画・開発に特化した子会社

を設立することにより、グローバル市場向けコンテン

ツの量産体制を構築し、更なる海外販売の積極化を図

ります。 

(2）事業および新会社の内容 

①事業の内容 

ストックフォトコンテンツ開発事業・ビジュアルコ

ンテンツ制作受託業務・コンテンツ制作に付随する

各種業務の代行、仲介業務・自社コンテンツの管理

および日本国内、海外市場への販売事業 

   ②新設会社の内容 

     名  称：DEXイメージ株式会社 

              （英訳名： DEX IMAGE Co.,Ltd. ） 

     代 表 者：代表取締役社長 小森谷 典穂      

               (Komoriya Norio) 

     所 在 地：東京都目黒区上目黒二丁目９番35号 

             （当社内） 

     資 本 金：60百万円 

     株  主：当社 100％ 

     設 立 日：平成17年２月１日 

1．当社は、平成18年３月７日開催の取締役会において、

下記のとおり第三者割当による新株式発行および新株

予約権の発行を決議いたしました。また、平成18年３

月29日付で新株式の発行価額および新株予約権の発行

価額が払い込まれました。 

(1）新株および新株予約権の発行理由 

当社は既存のイラスト等デザイン用デジタルコンテン

ツの製作・ネット販売事業を展開しており「具満タ

ン」シリーズなど業界のデファクトスタンダードとも

いえる製品を送り出してまいりました。一方で、財務

的には、プロダクト事業における売り上げの伸び悩み

等により平成17年12月期には連結ベースで1,415百万円

（前年同四半期比37.6%減）の売上にもかかわらず269

百万円の営業損失、273百万円の経常損失、470百万円

の純損失を計上するなど、非常に厳しい状況が続いて

おりました。 

このような状況下、当社が今後の業績回復およびその

拡大を達成するためには、新たな事業の核が必要であ

ると認識し、モバイルコンテンツ市場への参入を視野

に入れて、昨年12月にはBBMFグループの人員を含む複

数の取締役を迎え入れるとともに、新たな代表取締役

を選任致しました。その後も、有力企業との業務提携

および人員の拡充や国内外におけるM&Aを含めた新たな

事業開発などの積極的な投資が有効であるとの認識に

基づき、引続き業務提携・資本増強について複合的に

検討しておりましたが、今回、BBMFグループと業務全

般に関する包括的な業務提携を行い、加えて第三者割

当増資に応じていただくことが最善であるとの結論に

至りました。 

今回の第三者割当により調達する資金（新株発行およ

び新株予約権発行による調達額約468百万円。予定額）

につきましては、M&Aを含む新事業開発投資および運転

資金に充当する予定であり、新規コア事業であるモバ

イルコンテンツ事業その他の関連成長分野におけるM&A

を通じた国内外における市場開拓等により経営基盤の

強化および拡大が図れるものと考えています。また、

将来に亘る新株予約権行使による調達額約3,715百万円

（予定額）についても同様です。 

BBMFグループは世界20カ国・地域以上でモバイルコン

テンツの製作・配信をしており、国内ではNTTドコモ、

AU、ボーダフォンの３社すべてにモバイルコンテンツ

を配信しております。特にモバイルゲームの分野では

リーディングカンパニーのひとつであり、同グループ

との戦略的業務・資本提携は当社がモバイルコンテン

ツ市場に参入するにあたり大きく資するものであると

考えます。当社は今回の同グループとの資本提携およ

び業務提携が大きな効果を生み、当社の株主価値が最

大化されることを期待しております。 

2．当社は、平成17年２月28日開催の取締役会において、

商法第211条の３第１項第２号の規定に基づき、自己株

式を取得することを決議いたしました。なお、概要に

ついては次のとおりであります。 

(1）自己株式の取得を行う理由 

定款の定めに基づき、今後の経営環境の変化に対応し

た機動的な資本政策の遂行のためであります。 

(2）取得の内容 

  ① 取得する株式の種類  当社普通株式 

  ② 取得する株式の総数  2,000株（上限） 

   （発行済株式総数に対する割合 3.3％） 

   ③ 取得する株式の総額  400,000,000円（上限） 

   ④ 自己株式取得の日程   

      平成17年３月16日から平成17年５月30日まで 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

3．当社は、平成17年３月22日開催の取締役会において、

以下のとおり、私募債の発行について決議いたしまし

た。 

(1）社債の名称 

   デザインエクスチェンジ株式会社第１回無担保社債 

   （株式会社UFJ銀行保証付および適格機関投資家限 

   定） 

(2）社債総額 

   金50,000千円 

(3）各社債の金額 

   金 5,000千円の一種 

(4）社債券の形式 

   無記名式 

(5）発行価額 

   額面100円につき金100円 

(6）償還金額 

   額面100円につき金100円 

(7）利率 

   0.70%（固定利率） 

(8）償還期日 

   平成22年３月31日 

(9）払込期日 

   平成17年３月31日 

(10)利払期日 

   毎年３月末日および９月末日 

(11)担保 

    無担保 

(12)資金使途 

    事業資金に全額充当 

(2）第三者割当による新株式発行の概要 

 ①発行する株式の種類および数 

  普通株式 6,800株 

 ②発行価額 

  １株につき68,000円 

 ③発行価額の総額 

  462,400,000円 

 ④資本組入額 

  １株につき34,000円 

 ⑤資本組入額の総額 

  231,200,000円 

 ⑥申込期間 

  平成18年３月23日から平成18年３月29日まで 

 ⑦払込期日 

  平成18年３月29日 

 ⑧配当起算日 

  平成18年１月１日 

 ⑨割当先 

  全株式をSCD Swiss Content & Design Holding GmbH 

  に割当てる。 

 ⑩その他 

  証券取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(3）第三者割当による新株予約権の発行（デザインエク

スチェンジ㈱第３回新株予約権）の概要 

①新株予約

権の目的

たる株式

の種類及

び数 

当社普通株式 54,700株 

 なお、当社が株式分割または株式併合を

行う場合、次の算式により目的たる株式の

数を調整するものとする。ただし、かかる

調整は本件新株予約権のうち、当該時点で

権利行使していない新株予約権の目的たる

株式の数についてのみ行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

 また、発行日後に、当社が他社と吸収合

併もしくは新設合併を行い新株予約権が承

継される場合、当社が完全子会社となる株

式交換もしくは株式移転を行い新株予約権

が承継される場合、または人的分割をする

場合、当社は、合併比率等に応じ必要と認

める株式数の調整を行うものとする。 

調整後 
株式数 

＝
調整前 
株式数 

× 分割・併合の比率

②発行する

新株予約

権の総数 

5,470個（各新株予約権の目的たる株式数

は10株。但し、本要項１に定める株式数の

調整を行った場合には、同様の調整を行

う。） 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── ③各新株予

約権の発

行価額 

金1,000円とする（一株につき金100円） 

④新株予約

権の払込

期日 

平成18年３月29日 

⑤各新株予

約権の行

使に際し

て払込を

なすべき

金額 

 本新株予約権１個の行使に際して払込を

すべき額は、行使価額（以下に定義す

る。）に各新株予約権の目的となる株式数

を乗じた額とする。 

 本新株予約権の行使に際して株式１株当

たりの払込金額（以下「行使価額」とい

う。）は、当初金68,000円とする。 

 なお、本新株予約権発行後、当社が、株

式分割、株式併合を行う場合は、次の算式

により行使価額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。 

 また、当社が時価を下回る価額で新株を

発行し、または自己株式を処分する場合

は、次の算式により行使価額を調整し、調

整による１株未満の端数は切り上げる。但

し、算式中の「既発行株式数」には、当社

が保有する自己株式を含まない。 

 このほか、本新株予約権を発行する日の

後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設

合併を行い新株予約権が承継される場合、

当社が完全子会社となる株式交換もしくは

株式移転を行い新株予約権が承継される場

合、又は人的分割をする場合、当社は、合

併比率等に応じ合理的な範囲で行使価額を

調整するものとする。 

調整後 
行使価額

＝
調整前 
行使価額 

× 
1 

分割・併合の比率

    既発行
株式数

＋

新規発行(処

分)株式数 
×
１株当りの払

込価額 

調整後

行使価

額 

＝

調整前

行使価

額 

×
新規発行(処分)前の株価 

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

⑥新株予約

権を行使

すること

を得べき

期間 

 平成18年３月30日から平成21年３月29日

までとし、消却の公告があった場合、消却

の前日までとする。但し、行使期間の最終

日が銀行営業日でない場合には、その前銀

行営業日を最終日とする。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── ⑦新株予約

権の行使

の条件 

①本件新株予約権の行使は１新株予約権単

位（新株予約権１個）で行うものとし、

各新株予約権の一部行使は認められない

ものとする。 

②権利者が１個または複数の本件新株予約

権を行使した場合に、当該行使により当

該権利者に対して発行される株式数は整

数（会社が単元株制度を導入した場合に

は、一単元の株式数の整数倍）でなけれ

ばならず、１株（会社が単元制度を導入

した場合は一単元の株式数）未満の部分

については株式は割り当てられないもの

とする。 

③権利者は、行使しようとする日の前日ま

でに会社の指定する行使請求書を会社に

提出した場合に限り、本件新株予約権を

行使することが出来るものとする。 

⑧新株予約

権の消却

事由及び

消却の条

件 

①権利者が本新株予約権に関して当社と締

結した契約が解除され又は終了した場合

（当社が解除事由に該当することにより

権利者が解除した場合を除く。）には、

会社は当該本件新株予約権を新株予約権

１個あたりの発行価額をもって消却する

ことができる。 

②権利者が本件新株予約権を放棄した場

合、当社は当該本件新株予約権を無償で

消却することができる。 

⑨譲渡制限 本件新株予約権を譲渡するには、当社取締

役会の承認を要する。 

⑩新株予約

権証券の

発行 

新株予約権証券は、権利者の請求があると

きに限り発行する。なお、新株予約権証券

を発行する場合において、各新株予約権証

券が表章する新株予約権の個数は、各新株

予約権証券の定めるところによる。 

⑪新株予約

権の行使

により発

行する新

株の発行

価額中、

資本に組

み入れな

い額 

当該新株の発行価額に0.5を乗じた金額と

する。ただし、計算の結果、１円未満の端

数が生じる場合には、その端数を切り捨て

た額とする。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── ⑫新株予約

権の行使

により発

行する新

株に対す

る配当金 

本新株予約権の行使により交付された当社

普通株式の配当金又は商法第293条ノ５に

定められた金銭の分配（中間配当金）につ

いては、本新株予約権の行使が１月１日か

ら６月30日までの間になされたときは１月

１日に、７月１日から12月31日までの間に

なされたときは７月１日に、それぞれ当社

普通株式の交付があったものとみなしてこ

れを支払う。 

会社法に基づく剰余金の配当（会社法第

454条５項に規定された金銭の分配である

中間配当金を含む。）については、当該配

当を受領する権利を有する株主を確定する

ための基準日以前に本件新株予約件の行使

請求により交付された当社普通株式を、当

該基準日において発行済みの他の当社普通

株式（会社が保有する当社の普通株式を除

く。）と同様に取り扱うものとする。 

⑬割当対象

者、及び

対象者に

割当てる

べき新株

予約権の

数 

第三者割当の方法により、次の通り割り当

てる。 

SCD Swiss Content ＆  

Design Holding GmbH  5,470個 

⑭株式交換

及び株式

移転時の

取扱 

当社が完全子会社となる株式交換又は株式

移転を行う場合は、本件新株予約権にかか

る義務を、当該株式交換又は株式移転によ

り完全親会社に承継させる。但し、当該株

式交換にかかる株式交換契約書又は当該株

式移転にかかる株主総会決議において、承

継される新株予約権について次の方針に沿

った内容の定めがなされた場合に限る。な

お、会社法施行日をもって、本新株予約権

にかかる義務の承継については完全親会社

の新株予約権の交付として、必要な読み替

えを行うものとする。 

①目的たる完全親会社の株式の種類 

完全親会社の普通株式 

②目的たる完全親会社の株式の数 

株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整後の１株未満の端数は切り

上げる。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── 

（注）１．新株予約権の申込期間     

平成18年３月23日から平成18年３月29日まで 

２．新株予約権の発行日       

平成18年３月29日 

３．新株予約権の発行価額の総額     

5,470,000円 

４．新株予約権の行使の際の払込金額の総額   

3,719,600,000円 

 同金額は上記要項５記載の新株予約権行使に

際しての１株当たり払込金額に、上記要項１記

載の本新株予約権の目的である当社普通株式の

総数たる54,700株を乗じた金額である。なお、

行使価額が修正又は調整された場合には、上記

金額は増加又は減少する。また、新株予約権の

権利行使期間内に行使が行われない場合および

当社が新株予約権を消却した場合及び新株予約

権者がその権利を喪失した場合には、上記金額

は減少する。 

 ③権利行使に際して払い込むべき金額 

株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整後の１円未満の端数は切り

捨てる。 

④権利行使期間、その他の権利行使の条

件、消却事由等 

権利行使期間については本要項６に定め

る期間とする。また、その他の権利行使

の条件及び消却事由等は、本要項７及び

８に準じて、会社の取締役会が決定す

る。 

⑤取締役会による譲渡承認について 

本新株予約権の譲渡について、完全親会

社の取締役会の承認を要するものとす

る。 

⑮行使手

続、行使

請求受付

場所、行

使の際の

払込取扱

場所 

権利者は、当社の指定する行使請求書に新

株予約権証券を添付の上で当社に提出し、

かつ払込金額の全額を支払う。但し、新株

予約権証券が不発行の場合、かかる証券の

添付は不要とする。 

行使請求受付場所：当社コーポレート業務

グループ総務部 

払込取扱場所：株式会社三菱東京UFJ銀行

飯田橋支店 

⑯要項の効

力 

証券取引法に基づく有価証券届出書による

届出の効力が生じることをもって、要項の

効力が発生する。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── ５．新株予約権の行使により発行する株式の発行価

額の総額     

3,725,070,000円 

 同金額は本注３．記載の本新株予約権の発行

総額と本注４．記載の本新株予約権の行使の際

の払込金額の総額を加えた金額である。なお、

行使価額が修正または調整された場合には、上

記金額は増加又は減少する。また、新株予約権

の権利行使期間内に行使が行われない場合およ

び当社が新株予約権を消却した場合及び新株予

約権者がその権利を喪失した場合には上記金額

は減少する。 

６．新株予約権の発行価額および行使の際の払込金

額の算定理由 

 当社は所定の条件の下にブラックショールズ

モデルを用いて本新株予約権の理論価値（オプ

ションバリュー）を算出した。また本新株予約

権の発行決議に先立つ当社普通株式の株式価

格、新株予約権の発行要項等諸事情を勘案し、

総合的に検討した。これらを前提に、上記理論

価値のレンジの範囲内で、かつ新株予約権の発

行により企図される目的が達成される限度とし

て1,000円を本新株予約権の１個当りの発行価

額とした。また、本新株予約権の行使時の払込

金額は、本新株予約権の発行決議の前日である

平成18年３月６日の東京証券取引所における当

社普通株式の普通取引の終値（69,000円）を参

考として、68,000円（1.4％ディスカウント）

とした。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．当期末残高のうち、下段( )内の金額は、１年以内の償還予定のものであります。 

２．連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 利率（％） 担保 償還期限 

提出会社 第１回無担保社債 
平成17年３

月31日 
－ 

45,000 

(10,000)
0.7 無担保 

平成22年３

月31日 

合計 － － － 
45,000 

(10,000)
－ － － 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千万） 

10,000 10,000 10,000 10,000 5,000 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 21,600 130,000  1.5 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） － － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 21,600 130,000 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

1.現金及び預金   606,064   559,082  

2.受取手形   9,288   382  

3.売掛金 ※１  297,801   198,849  

4.商品   88,658   20,068  

5.製品   38,028   22,881  

6.仕掛品   39,097   20,953  

7.貯蔵品   6,704   10,701  

8.前渡金   4,370   4,500  

9.前払費用   12,546   25,382  

10.繰延税金資産   52,861   3,801  

11.未収消費税等   －   8,722  

12.その他 ※１  26,473   6,495  

貸倒引当金   △20,509   △9,130  

流動資産合計   1,161,384 59.9  872,692 56.1 

 



  
前事業年度 

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

Ⅱ 固定資産        

1.有形固定資産        

(1)建物  17,999   81,348   

減価償却累計額  △3,084 14,915  △32,224 49,124  

(2)工具器具備品  78,097   138,670   

減価償却累計額  △48,035 30,061  △89,795 48,874  

有形固定資産合計   44,976   97,999  

2.無形固定資産        

(1)商標権   3,706   3,077  

(2)電話加入権   1,018   1,448  

(3)ソフトウェア   179,174   97,169  

(4)ソフトウェア仮勘定   4,350   －  

(5)コンテンツ   44,035   62,136  

無形固定資産合計   232,284   163,831  

3.投資その他の資産        

(1)投資有価証券   15,202   12,362  

(2)関係会社株式   400,579   260,000  

(3)関係会社長期貸付金   16,758   2,197  

(4)長期前払費用   627   458  

(5)差入保証金   61,521   143,215  

(6)繰延税金資産   －   265  

(7)その他  ※１  8,951   2,735  

貸倒引当金   △8,951   △4,933  

投資その他の資産合計   494,689   416,301  

固定資産合計   771,951 39.8  678,132 43.6 

Ⅲ 繰延資産        

1.新株発行費   4,204   2,102  

2.社債発行費   －   1,033  

   3.開発費   1,598   799  

繰延資産合計   5,803 0.3  3,934 0.3 

資産合計   1,939,139 100.0  1,554,759 100.0 

 



  
前事業年度 

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

 1.支払手形   8,276   －  

 2.買掛金   155,225   64,382  

 3.短期借入金   －   130,000  

 4.未払金   50,510   60,301  

 5.未払費用   590   563  

 6.未払法人税等   2,290   8,073  

 7.未払消費税等   3,833   －  

 8.前受金   946   89  

 9.預り金   2,902   2,614  

10.返品調整引当金   6,336   9,383  

 11.その他   15   1,975  

流動負債合計   230,926 11.9  277,383 17.9 

Ⅱ 固定負債        

 1.社債   －   45,000  

 2.繰延税金負債    1,486   －  

      3.退職給付引当金   17,414   14,139  

      4.事業損失引当金   4,261   458  

固定負債合計   23,161 1.2  59,597 3.8 

負債合計   254,088 13.1  336,980 21.7 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  764,500 39.4  788,450 50.7 

Ⅱ 資本剰余金        

 1.資本準備金  495,000   518,950   

 2.その他資本剰余金        

(1)資本準備金減少差
益 

 700,000   700,000   

(2)自己株式処分差益  12,760   12,760   

資本剰余金合計   1,207,760 62.3  1,231,710 79.2 

Ⅲ 利益剰余金        

 1.任意積立金        

(1)特別償却準備金  2,876   2,116   

 2.当期未処理損失  218,793   733,245   

利益剰余金合計   △215,916 △11.1  △731,129 △47.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  － －  39 0.0 

Ⅴ 自己株式 ※３  △71,291 △3.7  △71,291 △4.6 

資本合計   1,685,051 86.9  1,217,778 78.3 

負債資本合計   1,939,139 100.0  1,554,759 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ  売上高        

 1.パッケージソフトウェ
ア売上高 

 851,962   331,275   

 2.OEM・受託制作売上高  233,040   180,062   

 3.WEBメディア売上高  360,999   473,153   

 4.ディスプレイデザイン
売上高 

 15,707 －   

 5.飲食売上高  － 1,461,709 100.0 157,635 1,142,126 100.0

Ⅱ 売上原価        

 1.パッケージソフトウェ
ア売上原価 

 344,105   159,797   

 2.OEM・受託制作売上原
価 

 92,529   82,998   

 3.WEBメディア売上原価  163,691   222,028   

 4.ディスプレイデザイン
売上原価  

 13,643   －   

 5.飲食売上原価  － 613,970 42.0 53,140 517,965 45.3

 売上総利益   847,739 58.0  624,161 54.7 

Ⅲ  販売費及び一般管理費        

 1.発送配達費  51,831   49,105   

 2.広告宣伝費  41,244   42,390   

 3.貸倒引当金繰入額  －   1,894   

 4.研究開発費 ※１ 19,009   7,987   

 5.役員報酬  60,682   49,117   

 6.給料手当  185,754   239,530   

 7.退職給付費用  12,447   8,536   

 8.役員退職慰労金  24,691   22,375   

 9.法定福利費  25,312   26,368   

10.旅費交通費  14,107   14,170   

11.支払手数料  80,384   106,850   

12.地代家賃  50,509   87,211   

13.消耗品費  15,286   17,261   

14.減価償却費  97,991   92,379   

15.通信費  4,185   4,164   

16.その他  57,215 740,653 50.7 103,051 872,397 76.4 

 営業利益   107,086 7.3  － － 

        営業損失   － －  248,236 21.7 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ  営業外収益        

 1.受取利息  1,548   307   

 2.受取配当金  0   －   

 3.為替差益  －   4,889   

 4.雑収入  70 1,619 0.1 90 5,287 0.4 

Ⅴ  営業外費用        

 1.支払利息  680   2,368   

 2.為替差損  2,559   －   

 3.自己株式取得費用  252   －   

 4.開発費償却  799   799   

 5.新株発行費償却  2,102   2,102   

 6.社債発行費償却  －   516   

 7.投資分配損  797   2,834   

 8.雑損失  594 7,787 0.5 248 8,869 0.8 

 経常利益   100,918 6.9  － － 

        経常損失   － －  251,819 22.1 

Ⅵ  特別利益        

 1.貸倒引当金戻入益  4,078     －     

 2.投資有価証券売却益  11,600     －     

 3.関係会社株式売却益  － 15,678 1.1 799 799 0.1 

Ⅶ  特別損失        

 1.たな卸資産評価損  －   73,670   

 2.たな卸資産廃棄損  －   10,386   

 3.固定資産除却損  2,896   46,408   

 4.臨時償却費   －   3,059   

 5.投資有価証券評価損  －   531   

 6.関係会社株式評価損  18,026   －   

 7.関係会社株式売却損   －   13,697   

 8.損害賠償和解金   －   3,318   

 9.出版事業撤退損失 ※２ 36,437   －   

10.その他特別損失   2,000 59,360 4.1 － 151,071 13.2 

 税引前当期純利益   57,235 3.9  － － 

        税引前当期純損失   － －  402,090 35.2 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

 法人税、住民税及び事
業税 

 2,618   3,626   

 法人税等調整額  △14,870 △12,252 △0.9 47,280 50,907 4.5 

 当期純利益   69,488 4.8  － － 

        当期純損失   － －  452,998 39.7 

 前期繰越損失   288,281   218,033  

        抱合せ株式消却損   －   62,214  

 当期未処理損失   218,793   733,245  

        



パッケージソフトウェア売上原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 労務費        

1.賃金  9,960   5,787   

2.法定福利費  689   287   

3.退職給付費用  147 10,797 5.2 91 6,166 5.4 

Ⅱ 外注費   187,691 90.5  106,155 92.4 

Ⅲ 経費 ※１  8,859 4.3  2,541 2.2 

当期総製造費用   207,348 100.0  114,863 100.0 

期首仕掛品たな卸高   28,299   38,931  

計   235,647   153,795  

期末仕掛品たな卸高   38,931   20,554  

当期製品製造原価   196,715   133,240  

期首製商品たな卸高   154,631   100,970  

商品仕入高   120,115   32,441  

ライセンスロイヤリティ
ー 

  10,244   6,022  

計   481,707   272,674  

他勘定振替高 ※２  27,947   77,890  

期末製商品たな卸高   100,970   38,033  

返品調整引当金繰入額   －   3,046  

返品調整引当金戻入益   8,683   －  

パッケージソフトウェア
売上原価 

  344,105   159,797  



（脚注） 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

原価計算の方法 

 原価計算の方法は、個別原価計算を採用しておりま

す。 

原価計算の方法 

同左 

※１ 経費の内訳は以下のとおりです。 ※１ 経費の内訳は以下のとおりです。 

通信交通費     181千円 

地代家賃   2,361千円 

減価償却費     977千円 

水道光熱費    171千円 

備品消耗品費  2千円 

長期前払費用償却   5,010千円 

雑費    152千円 

計   8,859千円 

通信交通費 109千円 

地代家賃 1,347千円 

減価償却費 330千円 

水道光熱費 59千円 

長期前払費用償却費 627千円 

雑費 66千円 

計 2,541千円 

※２ 他勘定振替高の明細は、以下のとおりです。 ※２ 他勘定振替高の明細は、以下のとおりです。 

たな卸資産評価損   22,063千円 

広告宣伝費    5,884千円 

計   27,947千円 

たな卸資産評価損 67,347千円 

たな卸資産廃棄損 10,386千円 

広告宣伝費 156千円 

計 77,890千円 



OEM・受託制作売上原価明細書 

（脚注） 

  
前事業年度 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
（％） 

金額(千円) 
構成比
（％） 

Ⅰ 労務費        

1.賃金  3,215   1,593   

2.法定福利費  155   91   

3.退職給付費用  66 3,437 4.4 11 1,697 2.1 

Ⅱ 外注費   73,906 94.4  79,533 96.5 

Ⅲ 経費 ※１  905 1.2  1,196 1.4 

当期総製造費用   78,249 100.0  82,427 100.0 

期首仕掛品たな卸高   15,583   139  

計   93,833   82,566  

期末仕掛品たな卸高   139   392  

当期製品製造原価   93,694   82,174  

商品仕入高   138   795  

ライセンスロイヤリティ
ー 

  23   28  

計   93,856   82,998  

他勘定振替高 ※２  1,326   －  

OEM・受託制作売上原価   92,529   82,998  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

原価計算の方法 

 原価計算の方法は、個別原価計算を採用しておりま

す。 

原価計算の方法 

同左 

※１ 経費の内訳は以下のとおりです。 ※１ 経費の内訳は以下のとおりです。 

通信交通費    77千円 

地代家賃    625千円 

減価償却費    87千円 

水道光熱費    42千円 

備品消耗品費    35千円 

雑費    36千円 

計    905千円 

通信交通費 69千円 

地代家賃 913千円 

減価償却費 118千円 

水道光熱費 42千円 

雑費 52千円 

計 1,196千円 

※２ 他勘定振替高の内訳は、会社分割により承継した

   仕掛品です。 

※２         ───── 



WEBメディア売上原価明細書 

（脚注） 

  
前事業年度 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
（％） 

金額(千円) 
構成比
（％） 

Ⅰ 労務費        

1.賃金  3,325   2,811   

2.法定福利費  173   115   

3.退職給付費用  82 3,581 5.2 5 2,932 5.5 

Ⅱ 外注費   34,237 49.3  16,854 31.6 

Ⅲ 経費 ※１  31,604 45.5  33,589 62.9 

当期総製造費用   69,423 100.0  53,376 100.0 

期首仕掛品たな卸高   464   25  

計   69,887   53,402  

期末仕掛品たな卸高   25   6  

当期製品製造原価   69,861   53,395  

期首商品たな卸高   341   25,716  

商品仕入高   52,075   9,044  

ライセンスロイヤリティ
ー 

  67,128   143,601  

計   189,407   231,758  

期末商品たな卸高   25,716   4,001  

他勘定振替高 ※２  －   5,728  

WEBメディア売上原価   163,691   222,028  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

原価計算の方法 

 原価計算の方法は、個別原価計算を採用しておりま

す。 

原価計算の方法 

同左 

※１ 経費の内訳は以下のとおりです。 ※１ 経費の内訳は以下のとおりです。 

通信交通費   134千円 

地代家賃   582千円 

減価償却費    86千円 

コンテンツ償却費  30,235千円 

水道光熱費    41千円 

備品消耗品費 488千円 

雑費    35千円 

計 31,604千円 

通信交通費 73千円 

地代家賃 1,050千円 

減価償却費 104千円 

コンテンツ償却費 32,271千円 

水道光熱費 40千円 

雑費 49千円 

計 33,589千円 

※２         ───── ※２ 他勘定振替高の明細は、以下のとおりです。 

たな卸資産評価損        5,728千円 



ディスプレイデザイン売上原価明細書 

（脚注） 

  
前事業年度 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
（％） 

金額(千円) 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費   1,226 9.1  － － 

Ⅱ 労務費        

1.賃金  304   －   

2.法定福利費  325   －   

3.退職給付費用  7 637 4.7 － － － 

Ⅲ 外注費   9,844 73.3  － － 

Ⅳ 経費 ※１  1,732 12.9  － － 

当期総製造費用   13,441 100.0  － － 

期首仕掛品たな卸高   711   －  

計   14,153   －  

他勘定振替高 ※２  510   －  

ディスプレイデザイン売
上原価 

  13,643   －  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

原価計算の方法 

 原価計算の方法は、個別原価計算を採用しておりま

す。 

───── 

※１ 経費の内訳は以下のとおりです。 ※１         ───── 

通信交通費 409千円 

地代家賃    78千円 

減価償却費    9千円 

水道光熱費   4千円 

設計費    510千円 

備品消耗品費  114千円 

会議費   14千円 

交際費   586千円 

雑費   4千円 

計  1,732千円 

 

※２ 他勘定振替高の内訳は、会社分割により承継した

   仕掛品です。 

※２         ───── 



飲食売上原価明細書 

（脚注） 

  
前事業年度 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
（％） 

金額(千円) 
構成比
（％） 

商品仕入高   －   52,987  

計   －   52,987  

期末商品たな卸高    －   915  

他勘定振替高 ※１  －   △1,067  

飲食売上原価   －   53,140  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

───── 原価計算の方法 

 原価計算の方法は、個別原価計算を採用しておりま

す。 

※１         ───── ※１ 他勘定振替高の内訳は、合併により受け入れた商

品です。 



③【損失処理計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年３月30日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年３月30日） 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(当期未処理損失の処理)      

Ⅰ 当期未処理損失   218,793  733,245 

Ⅱ 損失処理額      

1.任意積立金取崩額      

（1）特別償却準備金取崩額  759 759 759 759 

Ⅲ 次期繰越損失   218,033  732,486 

      

(その他資本剰余金の処分)      

Ⅰ その他資本剰余金   712,760  712,760 

Ⅱ その他資本剰余金次期繰越
額 

  712,760  712,760 

      



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

───── 当社は、当営業年度において、248百万円の営業損失お

よび452百万円の当期純損失を計上する結果となりまし

た。当該状況により、当社は「継続企業の前提に関す

る開示について」（日本公認会計士協会監査委員会報

告第74号）に基づき、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在していると判断しております。 

この主たる要因としては、プロダクト事業において、

流通形態の転換に伴う素材集パッケージソフト市場全

体の縮小が予想以上に速く進展したため、販売が予定

を下回ったこと、またWebコマース事業において、予定

していたシステム開発の進捗が遅れ、結果として新規

サービスが実施できなかったことなどにより、売上高

が計画を達成できなかったことによるものでありま

す。 

当社は、当該状況を解消すべく経営の再構築を進めて

おります。翌会計年度に向けての対応策としては、①

Webコマース事業において、遅延していたシステム開発

とコマースサイトのリニューアルを実現し、新規サー

ビスの実施等によって会員数の増大および一人あたり

売上単価の向上を図るとともに、新規コンテンツ獲得

を目的とした業務提携を推進する、②プロダクト事業

において、販売管理体制を再構築し、製作・流通・管

理コストの削減と将来発生し得る在庫リスクの低減を

図る、などを検討しており、これらの施策を通じて、

売上および利益の向上を目指してまいります。また販

売費及び一般管理費についても、プロダクト事業にお

ける販売管理コストの低減のほか、本社事務所賃借の

一部解約による支払家賃の減少などによって、さらな

るコスト削減を計画しております。 

この結果として、当社は、平成18年度の営業利益の黒

字化を見込んでおります。 

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映してお

りません。 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

1．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は総平均法に

より算定) 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

3．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）製品・商品 

総平均法による原価法 

(1）製品・商品 

同左 

 (2）仕掛品 

個別法による原価法 

(2）仕掛品 

同左 

 (3）貯蔵品 

最終仕入原価法 

(3）貯蔵品 

同左 

4．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法 

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

・商標権 

定額法（10年） 

(2）無形固定資産 

・商標権 

同左 

 ・ソフトウェア 

市場販売目的のソフトウェアにつ

いては見込販売有効期間（３

年）、自社利用目的のソフトウェ

アについては社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定額

法 

・ソフトウェア 

同左 

 ・コンテンツ 

定額法（３年） 

・コンテンツ 

同左 

 (3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

 (4）少額減価償却資産 

取得価額が10万円以上20万円未満の

資産については３年間の均等償却 

(4）少額減価償却資産 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

5．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

商法規定の最長期間（３年間）で均

等償却 

(2)           ───── 

(1）新株発行費 

同左 

  

(2）社債発行費 

商法規定の最長期間（３年間）で均

等償却 

 (3）開発費 

商法規定の最長期間（５年間）で均

等償却 

(3）開発費 

同左 

6．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

7．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、期

末自己都合退職金要支給額を退職給

付債務として計上しております。 

(2）退職給付引当金 

同左 

 (3）返品調整引当金 

製品の返品による損失に備えるた

め、返品予測高に対する売買利益相

当額を計上しております。 

(3）返品調整引当金 

同左 

 (4）事業損失引当金 

事業の撤退による損失に備えるため、

将来負担することが見込まれる損失見

込額を計上しております。 

(4）事業損失引当金 

同左 

8．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

9．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 



追加情報 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（新株発行費） 

新株発行費について、平成13年12月期において支出時に

全額費用として処理しておりましたが、当事業年度は、

商法に規定する最長期間（３年間）で均等償却する処理

を採用しております。これは、新株発行費の支出の効果

が当事業年度以降の年度におよぶことから、より適正に

各事業年度の損益に反映させるためであります。この結

果、従来の場合と比較して、経常利益が4,204千円増加

しております。 

───── 

前事業年度 
(平成16年12月31日) 

当事業年度 
(平成17年12月31日) 

※１ 関係会社に対する資産には、区分掲記されたもの

のほか、次のものがあります。 

        売掛金                 8,189千円 

        未収入金               4,134千円 

        短期貸付金       18,094千円 

※１ 関係会社に対する資産には、区分掲記されたもの

のほか、次のものがあります。 

        未収入金               2,848千円 

        滞留売掛金             2,248千円 

        短期貸付金             1,446千円 

※２ 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 ※２ 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

授権株式数 普通株式 240,000株 

発行済株式総数 普通株式 60,000株 

授権株式数 普通株式 240,000株 

発行済株式総数 普通株式 64,790株 

※３ 会社が保有する自己株式の数 

普通株式    3,048.0株 

※３ 会社が保有する自己株式の数 

普通株式    3,048.0株 

４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、㈱

UFJ銀行とコミットメントライン設定契約を締結

しております。この契約に基づく当事業年度末現

在の借入実行状況は次のとおりであります。 

(1）コミットメントの総額：150,000千円 

(2）借入未実行残高：   150,000千円 

４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、㈱

UFJ銀行（現㈱三菱東京UFJ銀行）とコミットメン

トライン設定契約を締結しております。この契約

に基づく当事業年度末現在の借入実行状況は次の

とおりであります。 

(1）コミットメントの総額：150,000千円 

(2）借入未実行残高：    20,000千円 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費 

19,009千円 

※１ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費 

      7,987千円 

※２  出版事業撤退損失は、出版事業からの撤退に伴う 

費用であります。 

※２        ───── 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成16年12月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成17年12月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

1．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

1．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 工具器具備品 合計 

取得価額相当
額（千円） 

7,159 7,159 

減価償却累計
額相当額 
（千円） 

5,175 5,175 

期末残高相当
額（千円） 

1,984 1,984 

 工具器具備品 合計 

取得価額相当
額（千円） 

3,897 3,897 

減価償却累計
額相当額 
（千円） 

3,507 3,507 

期末残高相当
額（千円） 

389 389 

2．未経過リース料期末残高相当額 2．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,484千円

１年超      659千円

合計     2,143千円

１年内     429千円

１年超 －千円

合計 429千円

3．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 3．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料     2,220千円

減価償却費相当額 1,982千円

支払利息相当額    150千円

支払リース料    2,060千円

減価償却費相当額 1,863千円

支払利息相当額       55千円

4．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

4．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

5．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法は、利息法によ

っております。 

5．利息相当額の算定方法 

同左 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（千円） 

流動資産： 

繰延税金資産 

（千円） 

流動資産： 

繰延税金資産 

貸倒引当金 8,345

たな卸資産評価損 50,770

外国税額控除 1,330

事業損失引当金 1,733

繰越欠損金 32,893

繰延税金資産小計 95,074

評価性引当額 △42,213

繰延税金資産計 52,861

貸倒引当金 4,609

未払事業税  1,813

たな卸資産評価損 67,590

外国税額控除 1,339

事業損失引当金 186

貸倒損失 7,254

繰延税金資産小計 82,793

評価性引当額 △78,991

繰延税金資産計 3,801

固定資産： 

繰延税金資産 

固定資産： 

繰延税金資産 

退職給付引当金 6,521

関係会社株式評価損 7,335

自己株式売却差額 6,349

繰越欠損金 71,381

貸倒引当金 3,642

その他 980

繰延税金資産小計 96,210

評価性引当額 △96,210

繰延税金資産計 －

退職給付引当金 2,694

関係会社株式評価損 7,335

自己株式売却差額 6,349

繰越欠損金 262,997

貸倒引当金 1,113

臨時償却費 1,244

その他 252

繰延税金資産小計 281,988

評価性引当額 △280,743

繰延税金資産計 1,244

固定負債： 

繰延税金負債 

固定負債： 

繰延税金負債 

特別償却準備金 1,486

繰延税金負債計 1,486

繰延税金負債の純額 1,486

特別償却準備金 952

その他有価証券評価差額金 26

繰延税金負債計 979

繰延税金資産の純額 265

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
1.1

評価性引当額 △69.5

住民税均等割 4.0

会社分割の影響額 1.2

  その他 1.1

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
△21.4

 （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
△2.7

評価性引当額 △55.0

住民税均等割 △0.9

合併の影響額 5.5

  その他 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
△12.7



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額及び１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 

29,587.22円 

１株当たり純資産額 

        19,723.66円 

１株当たり当期純利益金額 

     1,213.19円 

１株当たり当期純損失金額 

       7,552.28円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

1,084.66円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

－円 

(追加情報) 

当社は、平成16年６月30日付の株主に対して平成16年８

月20日をもってその所有株式１株を10株の割合で分割い

たしました。 

なお、前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合

における１株当たり情報は以下のとおりとなります。 

(1）１株当たり純資産額      

    前期 28,871.07円 

(2）１株当たり当期純損失金額         

    前期  6,683.67円 

───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

───── なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失が計上されているため

記載しておりません。 

 
前事業年度 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△）（千

円） 
69,488 △452,998 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は普通株式

に係る当期純損失（△）（千円） 
69,488 △452,998 

期中平均株式数（株） 57,277.1 59,981.6 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

1．当社は、平成17年１月12日開催の取締役会において、

国内・海外のデザイン/クリエイティブ市場に向けたス

トックフォトコンテンツの企画・開発・提供を行う子

会社の設立を決議し、平成17年２月１日に設立いたし

ました。なお、概要については次のとおりでありま

す。 

(1）経緯及び目的 

当社は、中期経営計画の基本戦略のひとつに「グロー

バル戦略の本格始動」を掲げ、昨年は世界最大手のゲ

ッティ イメージズ（NYSE上場：GYI）と写真コンテン

ツ販売に関する相互ライセンス契約を交わすなど、積

極的に海外販売展開を加速しております。今回、スト

ックフォトコンテンツの企画・開発に特化した子会社

を設立することにより、グローバル市場向けコンテン

ツの量産体制を構築し、更なる海外販売の積極化を図

ります。 

(2）事業および新会社の内容 

①事業の内容 

ストックフォトコンテンツ開発事業・ビジュアルコ

ンテンツ制作受託業務・コンテンツ制作に付随する

各種業務の代行、仲介業務・自社コンテンツの管理

および日本国内、海外市場への販売事業 

   ②新設会社の内容 

     名  称：DEXイメージ株式会社 

              （英訳名： DEX IMAGE Co.,Ltd. ） 

     代 表 者：代表取締役社長 小森谷 典穂      

               (Komoriya Norio) 

     所 在 地：東京都目黒区上目黒二丁目９番35号 

             （当社内） 

     資 本 金：60百万円 

     株  主：当社 100％ 

     設 立 日：平成17年２月１日 

2．当社は、平成17年１月31日開催の取締役会において、

平成17年４月１日をもって子会社であるデックスユー

ラ株式会社を吸収合併することを決議いたしました。 

(1）合併の目的 

デックスユーラ株式会社は平成16年12月に不採算部門

であるユーラ事業から事業撤退しております。採算事

業である残存のタリーズ事業を当社本体に吸収するこ

とにより、経営資源の共有による効率化ならびに当社

収益基盤および財務体質の強化を図ってまいります。 

(2）合併の方法 

当社を存続会社とする吸収合併（簡易合併）で、デッ

クスユーラ株式会社は解散いたします。 

(3）合併比率ならびに合併交付金 

存続会社の当社はデックスユーラ株式会社の全株式を

保有しておりますので、合併による新株式の発行およ

び資本金の増加ならびに合併交付金の支払はありませ

ん。 

(4）合併期日 

平成17年４月１日（予定） 

1．当社は、平成18年３月７日開催の取締役会において、

下記のとおり第三者割当による新株式発行および新株

予約権の発行を決議いたしました。また、平成18年３

月29日付で新株式の発行価額および新株予約権の発行

価額が払い込まれました。 

(1）新株および新株予約権の発行理由 

当社は既存のイラスト等デザイン用デジタルコンテン

ツの製作・ネット販売事業を展開しており「具満タ

ン」シリーズなど業界のデファクトスタンダードとも

いえる製品を送り出してまいりました。一方で、財務

的には、プロダクト事業における売り上げの伸び悩み

等により平成17年12月期には連結ベースで1,415百万円

（前年同四半期比37.6%減）の売上にもかかわらず269

百万円の営業損失、273百万円の経常損失、470百万円

の純損失を計上するなど、非常に厳しい状況が続いて

おりました。 

このような状況下、当社が今後の業績回復およびその

拡大を達成するためには、新たな事業の核が必要であ

ると認識し、モバイルコンテンツ市場への参入を視野

に入れて、昨年12月にはBBMFグループの人員を含む複

数の取締役を迎え入れるとともに、新たな代表取締役

を選任致しました。その後も、有力企業との業務提携

および人員の拡充や国内外におけるM&Aを含めた新たな

事業開発などの積極的な投資が有効であるとの認識に

基づき、引続き業務提携・資本増強について複合的に

検討しておりましたが、今回、BBMFグループと業務全

般に関する包括的な業務提携を行い、加えて第三者割

当増資に応じていただくことが最善であるとの結論に

至りました。 

今回の第三者割当により調達する資金（新株発行およ

び新株予約権発行による調達額約468百万円。予定額）

につきましては、M&Aを含む新事業開発投資および運転

資金に充当する予定であり、新規コア事業であるモバ

イルコンテンツ事業その他の関連成長分野におけるM&A

を通じた国内外における市場開拓等により経営基盤の

強化および拡大が図れるものと考えています。また、

将来に亘る新株予約権行使による調達額約3,715百万円

（予定額）についても同様です。 

BBMFグループは世界20カ国・地域以上でモバイルコン

テンツの製作・配信をしており、国内ではNTTドコモ、

AU、ボーダフォンの３社すべてにモバイルコンテンツ

を配信しております。特にモバイルゲームの分野では

リーディングカンパニーのひとつであり、同グループ

との戦略的業務・資本提携は当社がモバイルコンテン

ツ市場に参入するにあたり大きく資するものであると

考えます。当社は今回の同グループとの資本提携およ

び業務提携が大きな効果を生み、当社の株主価値が最

大化されることを期待しております。 

 



前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

3．当社は、平成17年２月28日開催の取締役会において、

商法第211条の３第１項第２号の規定に基づき、自己株

式を取得することを決議いたしました。なお、概要に

ついては次のとおりであります。 

(1）自己株式の取得を行う理由 

定款の定めに基づき、今後の経営環境の変化に対応し

た機動的な資本政策の遂行のためであります。 

(2）取得の内容 

  ① 取得する株式の種類  当社普通株式 

  ② 取得する株式の総数  2,000株（上限） 

   （発行済株式総数に対する割合 3.3％） 

   ③ 取得する株式の総額  400,000,000円（上限） 

   ④ 自己株式取得の日程   

      平成17年３月16日から平成17年５月30日まで 

4．当社は、平成17年３月22日開催の取締役会において、

以下のとおり、私募債の発行について決議いたしまし

た。 

(1）社債の名称 

   デザインエクスチェンジ株式会社第１回無担保社債 

   （株式会社UFJ銀行保証付および適格機関投資家限 

   定） 

(2）発行総額 

   金50,000千円 

(3）各社債の金額 

   金 5,000千円の一種 

(4）社債券の形式 

   無記名式 

(5）発行価額 

   額面100円につき金100円 

(6）償還価額 

   額面100円につき金100円 

(7）利率 

   0.70%（固定利率） 

(8）償還期日 

   平成22年３月31日 

(9）払込期日 

   平成17年３月31日 

(10)利払期日 

   毎年３月末日および９月末日 

(11)担保 

    無担保 

(12)資金使途 

    事業資金に全額充当 

(2）第三者割当による新株式発行の概要 

 ①発行する株式の種類および数 

  普通株式 6,800株 

 ②発行価額 

  １株につき68,000円 

 ③発行価額の総額 

  462,400,000円 

 ④資本組入額 

  １株につき34,000円 

 ⑤資本組入額の総額 

  231,200,000円 

 ⑥申込期間 

  平成18年３月23日から平成18年３月29日まで 

 ⑦払込期日 

  平成18年３月29日 

 ⑧配当起算日 

  平成18年１月１日 

 ⑨割当先 

  全株式をSCD Swiss Content & Design Holding GmbH 

  に割当てる。 

 ⑩その他 

  証券取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(3）第三者割当による新株予約権の発行（デザインエク

スチェンジ㈱第３回新株予約権）の概要 

①新株予約

権の目的

たる株式

の種類及

び数 

当社普通株式 54,700株 

 なお、当社が株式分割または株式併合を

行う場合、次の算式により目的たる株式の

数を調整するものとする。ただし、かかる

調整は本件新株予約権のうち、当該時点で

権利行使していない新株予約権の目的たる

株式の数についてのみ行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

 また、発行日後に、当社が他社と吸収合

併もしくは新設合併を行い新株予約権が承

継される場合、当社が完全子会社となる株

式交換もしくは株式移転を行い新株予約権

が承継される場合、または人的分割をする

場合、当社は、合併比率等に応じ必要と認

める株式数の調整を行うものとする。 

調整後 
株式数 

＝
調整前 
株式数 

× 分割・併合の比率

②発行する

新株予約

権の総数 

5,470個（各新株予約権の目的たる株式数

は10株。但し、本要項１に定める株式数の

調整を行った場合には、同様の調整を行

う。） 

 



前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── ③各新株予

約権の発

行価額 

金1,000円とする（一株につき金100円） 

④新株予約

権の払込

期日 

平成18年３月29日 

⑤各新株予

約権の行

使に際し

て払込を

なすべき

金額 

 本新株予約権１個の行使に際して払込を

すべき額は、行使価額（以下に定義す

る。）に各新株予約権の目的となる株式数

を乗じた額とする。 

 本新株予約権の行使に際して株式１株当

たりの払込金額（以下「行使価額」とい

う。）は、当初金68,000円とする。 

 なお、本新株予約権発行後、当社が、株

式分割、株式併合を行う場合は、次の算式

により行使価額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。 

 また、当社が時価を下回る価額で新株を

発行し、または自己株式を処分する場合

は、次の算式により行使価額を調整し、調

整による１株未満の端数は切り上げる。但

し、算式中の「既発行株式数」には、当社

が保有する自己株式を含まない。 

 このほか、本新株予約権を発行する日の

後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設

合併を行い新株予約権が承継される場合、

当社が完全子会社となる株式交換もしくは

株式移転を行い新株予約権が承継される場

合、又は人的分割をする場合、当社は、合

併比率等に応じ合理的な範囲で行使価額を

調整するものとする。 

調整後 
行使価額

＝
調整前 
行使価額 

× 
1 

分割・併合の比率

    既発行
株式数

＋

新規発行(処

分)株式数 
×
１株当りの払

込価額 

調整後

行使価

額 

＝

調整前

行使価

額 

×
新規発行(処分)前の株価 

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

⑥新株予約

権を行使

すること

を得べき

期間 

 平成18年３月30日から平成21年３月29日

までとし、消却の公告があった場合、消却

の前日までとする。但し、行使期間の最終

日が銀行営業日でない場合には、その前銀

行営業日を最終日とする。 

 



前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── ⑦新株予約

権の行使

の条件 

①本件新株予約権の行使は１新株予約権単

位（新株予約権１個）で行うものとし、

各新株予約権の一部行使は認められない

ものとする。 

②権利者が１個または複数の本件新株予約

権を行使した場合に、当該行使により当

該権利者に対して発行される株式数は整

数（会社が単元株制度を導入した場合に

は、一単元の株式数の整数倍）でなけれ

ばならず、１株（会社が単元制度を導入

した場合は一単元の株式数）未満の部分

については株式は割り当てられないもの

とする。 

③権利者は、行使しようとする日の前日ま

でに会社の指定する行使請求書を会社に

提出した場合に限り、本件新株予約権を

行使することが出来るものとする。 

⑧新株予約

権の消却

事由及び

消却の条

件 

①権利者が本新株予約権に関して当社と締

結した契約が解除され又は終了した場合

（当社が解除事由に該当することにより

権利者が解除した場合を除く。）には、

会社は当該本件新株予約権を新株予約権

１個あたりの発行価額をもって消却する

ことができる。 

②権利者が本件新株予約権を放棄した場

合、当社は当該本件新株予約権を無償で

消却することができる。 

⑨譲渡制限 本件新株予約権を譲渡するには、当社取締

役会の承認を要する。 

⑩新株予約

権証券の

発行 

新株予約権証券は、権利者の請求があると

きに限り発行する。なお、新株予約権証券

を発行する場合において、各新株予約権証

券が表章する新株予約権の個数は、各新株

予約権証券の定めるところによる。 

⑪新株予約

権の行使

により発

行する新

株の発行

価額中、

資本に組

み入れな

い額 

当該新株の発行価額に0.5を乗じた金額と

する。ただし、計算の結果、１円未満の端

数が生じる場合には、その端数を切り捨て

た額とする。 

 



前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── ⑫新株予約

権の行使

により発

行する新

株に対す

る配当金 

本新株予約権の行使により交付された当社

普通株式の配当金又は商法第293条ノ５に

定められた金銭の分配（中間配当金）につ

いては、本新株予約権の行使が１月１日か

ら６月30日までの間になされたときは１月

１日に、７月１日から12月31日までの間に

なされたときは７月１日に、それぞれ当社

普通株式の交付があったものとみなしてこ

れを支払う。 

会社法に基づく剰余金の配当（会社法第

454条５項に規定された金銭の分配である

中間配当金を含む。）については、当該配

当を受領する権利を有する株主を確定する

ための基準日以前に本件新株予約件の行使

請求により交付された当社普通株式を、当

該基準日において発行済みの他の当社普通

株式（会社が保有する当社の普通株式を除

く。）と同様に取り扱うものとする。 

⑬割当対象

者、及び

対象者に

割当てる

べき新株

予約権の

数 

第三者割当の方法により、次の通り割り当

てる。 

SCD Swiss Content ＆  

Design Holding GmbH  5,470個 

⑭株式交換

及び株式

移転時の

取扱 

当社が完全子会社となる株式交換又は株式

移転を行う場合は、本件新株予約権にかか

る義務を、当該株式交換又は株式移転によ

り完全親会社に承継させる。但し、当該株

式交換にかかる株式交換契約書又は当該株

式移転にかかる株主総会決議において、承

継される新株予約権について次の方針に沿

った内容の定めがなされた場合に限る。な

お、会社法施行日をもって、本新株予約権

にかかる義務の承継については完全親会社

の新株予約権の交付として、必要な読み替

えを行うものとする。 

①目的たる完全親会社の株式の種類 

完全親会社の普通株式 

②目的たる完全親会社の株式の数 

株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整後の１株未満の端数は切り

上げる。 

 



前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── 

（注）１．新株予約権の申込期間     

平成18年３月23日から平成18年３月29日まで 

２．新株予約権の発行日       

平成18年３月29日 

３．新株予約権の発行価額の総額     

5,470,000円 

４．新株予約権の行使の際の払込金額の総額   

3,719,600,000円 

 同金額は上記要項５記載の新株予約権行使に

際しての１株当たり払込金額に、上記要項１記

載の本新株予約権の目的である当社普通株式の

総数たる54,700株を乗じた金額である。なお、

行使価額が修正又は調整された場合には、上記

金額は増加又は減少する。また、新株予約権の

権利行使期間内に行使が行われない場合および

当社が新株予約権を消却した場合及び新株予約

権者がその権利を喪失した場合には、上記金額

は減少する。 

 ③権利行使に際して払い込むべき金額 

株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整後の１円未満の端数は切り

捨てる。 

④権利行使期間、その他の権利行使の条

件、消却事由等 

権利行使期間については本要項６に定め

る期間とする。また、その他の権利行使

の条件及び消却事由等は、本要項７及び

８に準じて、会社の取締役会が決定す

る。 

⑤取締役会による譲渡承認について 

本新株予約権の譲渡について、完全親会

社の取締役会の承認を要するものとす

る。 

⑮行使手

続、行使

請求受付

場所、行

使の際の

払込取扱

場所 

権利者は、当社の指定する行使請求書に新

株予約権証券を添付の上で当社に提出し、

かつ払込金額の全額を支払う。但し、新株

予約権証券が不発行の場合、かかる証券の

添付は不要とする。 

行使請求受付場所：当社コーポレート業務

グループ総務部 

払込取扱場所：株式会社三菱東京UFJ銀行

飯田橋支店 

⑯要項の効

力 

証券取引法に基づく有価証券届出書による

届出の効力が生じることをもって、要項の

効力が発生する。 

 



前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── ５．新株予約権の行使により発行する株式の発行価

額の総額     

3,725,070,000円 

 同金額は本注３．記載の本新株予約権の発行

総額と本注４．記載の本新株予約権の行使の際

の払込金額の総額を加えた金額である。なお、

行使価額が修正または調整された場合には、上

記金額は増加又は減少する。また、新株予約権

の権利行使期間内に行使が行われない場合およ

び当社が新株予約権を消却した場合及び新株予

約権者がその権利を喪失した場合には上記金額

は減少する。 

６．新株予約権の発行価額および行使の際の払込金

額の算定理由 

 当社は所定の条件の下にブラックショールズ

モデルを用いて本新株予約権の理論価値（オプ

ションバリュー）を算出した。また本新株予約

権の発行決議に先立つ当社普通株式の株式価

格、新株予約権の発行要項等諸事情を勘案し、

総合的に検討した。これらを前提に、上記理論

価値のレンジの範囲内で、かつ新株予約権の発

行により企図される目的が達成される限度とし

て1,000円を本新株予約権の１個当りの発行価

額とした。また、本新株予約権の行使時の払込

金額は、本新株予約権の発行決議の前日である

平成18年３月６日の東京証券取引所における当

社普通株式の普通取引の終値（69,000円）を参

考として、68,000円（1.4％ディスカウント）

とした。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

投資有価

証券 

その他有

価証券 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円）

㈱エルエービー 20 468 

㈱アマナ 200 526 

小計 220 994 

計 220 994 

投資有価

証券 

その他有

価証券 

銘柄 口数（口） 貸借対照表計上額（千円）

匿名組合出資金 3 11,367 

小計 3 11,367 

計 3 11,367 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち、主なものは以下のとおりであります。 

２．当期減少額のうち、主なものは以下のとおりであります。 

建物の当期減少額は、ユーラ川崎ソリッドスクエア店の店舗設備除却等によるものであります。 

ソフトウェアの当期減少額は、Webコマース事業用システムのうち不稼動となったものの除却、および償却

済資産の除却によるものであります。 

ソフトウェア仮勘定の当期減少額は、Webコマース事業用システムのうち制作中止となったものの除却によ

るものであります。 

コンテンツの当期減少額は、償却済資産の除却によるものであります。 

長期前払費用の当期減少額は、償却済資産の除却によるものであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残 
高（千円） 

有形固定資産        

建物 17,999 74,187 10,838 81,348 32,224 8,331 49,124 

工具器具備品 78,097 61,186 613 138,670 89,795 20,241 48,874 

有形固定資産計 96,096 135,373 11,451 220,018 122,019 28,572 97,999 

無形固定資産        

商標権 6,288 － － 6,288 3,210 628 3,077 

電話加入権 1,018 429 － 1,448 － － 1,448 

ソフトウェア 438,433 18,464 224,889 232,007 134,838 66,893 97,169 

ソフトウェア仮勘定 4,350 － 4,350 － － － － 

コンテンツ 85,162 50,372 30,761 104,773 42,637 32,271 62,136 

無形固定資産計 535,253 69,265 260,001 344,517 180,686 99,794 163,831 

長期前払費用 12,551 6,480 12,551 6,480 6,022 1,599 458 

繰延資産               

新株発行費 6,306 － － 6,306 4,204 2,102 2,102 

社債発行費 － 1,550 － 1,550 516 516 1,033 

開発費 3,996 － － 3,996 3,197 799 799 

繰延資産計 10,303 1,550 － 11,853 7,918 3,418 3,934 

建物 

工具器具備品 

工具器具備品 

ソフトウェア 

コンテンツ 

長期前払費用 

社債発行費 

デックスユーラ㈱吸収合併による資産受入 

デックスユーラ㈱吸収合併による資産受入 

Webコマース事業用設備の購入 

Webコマース事業用システムに係る支出 

新製品等のための新規取得 

デックスユーラ㈱吸収合併による資産受入 

社債発行に伴う諸費用 

73,107千円 

32,406千円 

24,900千円 

18,464千円 

50,372千円 

6,480千円 

1,550千円 



【資本金等明細表】 

（注）１．資本金、資本準備金および発行済株式の増加は、平成17年３月31日から平成17年12月31日までの間の新株予

約権行使に伴う増資によるものであります。 

２．自己株式数の当期末残高は3,048株であります。 

３．特別償却準備金の減少は、前期決算の損失処理によるものであります。 

【引当金明細表】 

（注）貸倒引当金と返品調整引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替え等によるものであります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） （注）１ 764,500 23,950 － 788,450 

資本金の

うち既発

行株式 

普通株式 （注）１、２ （株） (60,000) (4,790) － (64,790) 

普通株式 （注）１ （千円） 764,500 23,950 － 788,450 

計 （株） (60,000) (4,790) － (64,790) 

計 （千円） 764,500 23,950 － 788,450 

資本準備

金及びそ

の他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （注）１ (千円) 495,000 23,950 － 518,950 

（その他資本剰余金）      

資本準備金減少差益 (千円) 700,000 － － 700,000 

自己株式処分差益 (千円) 12,760 － － 12,760 

計 (千円) 1,207,760 23,950 － 1,231,710 

利益準備

金及び任

意積立金 

（利益準備金） (千円) － － － － 

（任意積立金）      

特別償却準備金 （注）３ (千円) 2,876 － 759 2,116 

計 (千円) 2,876 － 759 2,116 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 29,460 14,064 － 29,460 14,064 

  返品調整引当金 6,336 9,383 － 6,336 9,383 

  事業損失引当金 4,261 － 3,802 － 458 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

ａ．資産の部 

①流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

(イ) 相手先別内訳 

(ロ) 期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 2,854 

預金の種類  

当座預金 0 

普通預金 504,140 

定期預金 18,329 

定期積金 33,757 

計 556,227 

合計 559,082 

相手先 金額（千円） 

㈱TOO 382 

合計 382 

期日 金額（千円） 

平成18年１月満期 240 

〃  ３月 〃 142 

合計 382 



ハ．売掛金 

(イ) 相手先別内訳 

(ロ) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

（注）消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

ニ．商品 

ホ．製品 

ヘ．仕掛品 

相手先 金額（千円） 

ユーシーカード㈱ 43,538 

ソフトバンクBB㈱ 30,572 

㈱イーフロンティア 15,165 

㈱JCB 13,403 

㈱ファーストリテーリング 10,206 

その他 85,963 

合計 198,849 

期首残高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) 
(Ｃ) 

──────
(Ａ) ＋ (Ｂ)

×100 

(Ａ) ＋ (Ｄ) 
─────── 

２ 
─────── 

(Ｂ) 
─────── 

365 

297,801 1,042,985 1,141,937 198,849 85.2 86.9 

区分 金額（千円） 

パッケージソフトウェア 15,151 

WEBメディア 4,001 

飲食 915 

合計 20,068 

区分 金額（千円） 

パッケージソフトウェア 22,881 

合計 22,881 

区分 金額（千円） 

パッケージソフトウェア 20,554 

OEM・受託制作 392 

WEBメディア 6 

合計 20,953 



ト．貯蔵品 

②固定資産 

イ．ソフトウェア 

ロ．関係会社株式 

ハ．差入保証金 

区分 金額（千円） 

チラシ等販促物 10,640 

サンプル用パッケージソフトウェア等 61 

合計 10,701 

区分 金額（千円） 

Webコマース事業用システム 95,283 

自社利用ソフトウェア（開発用） 1,300 

自社利用ソフトウェア（管理用） 585 

合計 97,169 

区分 金額（千円） 

DEXインベストメント㈱ 200,000 

DEXイメージ㈱ 60,000 

合計 260,000 

区分 金額（千円） 

㈱エム・エフ・ビルマネジメント 91,219 

タリーズコーヒージャパン㈱ 41,250 

明治製菓㈱、第一生命保険相互会社 10,331 

その他 413 

合計 143,215 



ｂ．負債の部 

イ．買掛金 

ロ．短期借入金 

（注）㈱UFJ銀行は、平成18年１月１日付をもって㈱東京三菱銀行と合併し、㈱三菱東京UFJ銀行となっております。 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

DEXイメージ㈱ 8,485 

タリーズコーヒージャパン㈱ 5,594 

㈱ディーディーエヌ 5,471 

㈲バイタリフィ 4,778 

㈲スタジオフォトグラム 3,881 

その他 36,170 

合計 64,382 

相手先 金額（千円） 

㈱UFJ銀行 130,000 

合計 130,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）当社は、商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

決算期 12月31日 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 １株券 10株券 

中間配当基準日 ６月30日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都江東区東砂七丁目10番11号  

三菱UFJ信託銀行株式会社 本店 

代理人 
東京都江東区東砂七丁目10番11号  

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株式の買取り 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

取扱場所 
東京都江東区東砂七丁目10番11号  

三菱UFJ信託銀行株式会社 本店 

代理人 
東京都江東区東砂七丁目10番11号  

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 

12月末日の株主名簿記載の株主を対象に、保有株式数毎に以下の製品を進

呈。 

１株以上10株未満 

デザインのポータルサイト「DEX（www.dex.jp）」の下記サービス１点 

・満タンフリーパック：１年間（9,800円相当） 

10株以上 

デザインのポータルサイト「DEX」の下記サービス３点 

・満タンフリーパック：１年間（9,800円相当） 

・DEXフリーパック：１年間（12,500円相当） 

・フォト満タンフリーパック：１ヶ月（19,800円相当） 

※合計42,100円相当 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第12期）（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日）平成17年３月30日関東財務局長に提出。

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度（第12期）（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日）平成16年５月12日関東財務局長に提出。

事業年度（第12期）（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日）平成16年７月８日関東財務局長に提出。

(3）半期報告書 

（第13期中）（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月12日関東財務財務局長に提出。 

(4）有価証券届出書及びその添付書類 

新株式発行に関する有価証券届出書であります。 

平成18年３月７日関東財務局長に提出。 

新株予約権発行に関する有価証券届出書であります。 

平成18年３月７日関東財務局長に提出。 

(5）有価証券届出書の訂正届出書 

平成18年３月７日に提出した有価証券届出書（新株式発行）の訂正届出書であります。 

平成18年３月９日関東財務局長に提出。 

平成18年３月７日に提出した有価証券届出書（新株予約権発行）の訂正届出書であります。 

平成18年３月９日関東財務局長に提出。 

平成18年３月７日に提出した有価証券届出書（新株式発行）の訂正届出書であります。 

平成18年３月23日関東財務局長に提出。 

平成18年３月７日に提出した有価証券届出書（新株予約権発行）の訂正届出書であります。 

平成18年３月23日関東財務局長に提出。 

(6）臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の発

行）に基づき提出しております。 

平成17年２月28日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）並

びに同第19条第２項第７号の２（合併）に基づき提出しております。 

平成17年４月７日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に

基づき提出しております。 

平成17年８月31日関東財務局長に提出。 

 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）

に基づき提出しております。 

平成17年10月25日関東財務局長に提出。 

 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）

に基づき提出しております。 

平成17年12月21日関東財務局長に提出。 



(7）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成16年12月１日 至 平成16年12月31日）平成17年１月14日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年１月１日 至 平成17年１月31日）平成17年２月15日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年２月１日 至 平成17年２月28日）平成17年３月15日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月14日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月13日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月15日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年７月８日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年７月31日）平成17年８月15日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日）平成17年10月13日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日）平成17年10月13日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日）平成17年11月15日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日）平成17年12月21日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年12月１日 至 平成17年12月31日）平成18年１月17日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年１月31日）平成18年２月15日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日）平成18年３月15日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１７年３月３０日

デザインエクスチェンジ株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 高山 秀廣  印 

 関与社員  公認会計士 関口 弘和  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているデ

ザインエクスチェンジ株式会社の平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明

細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、デ

ザインエクスチェンジ株式会社及び連結子会社の平成１６年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年３月３０日

デザインエクスチェンジ株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 高山 秀廣  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 関口 弘和  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているデザイ

ンエクスチェンジ株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、デ

ザインエクスチェンジ株式会社及び連結子会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、当連結会計年度において売上不振やシステム開発遅延等により大幅な

営業損失及び当期純損失となり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は

当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連

結財務諸表には反映していない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１７年３月３０日

デザインエクスチェンジ株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 高山 秀廣  印 

 関与社員  公認会計士 関口 弘和  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているデ

ザインエクスチェンジ株式会社の平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの第１２期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、デザイ

ンエクスチェンジ株式会社の平成１６年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年３月３０日

デザインエクスチェンジ株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 高山 秀廣  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 関口 弘和  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているデザイ

ンエクスチェンジ株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第１３期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、デザイ

ンエクスチェンジ株式会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、当事業年度において売上不振やシステム開発遅延等により大幅な営業

損失及び当期純損失となり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該

注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表に

は反映していない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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